
 
 

 
 
 
 
 

第 2.5.4.7.9図 

核燃料物質の貯蔵施設 

製品ペレット貯蔵設備の構造図 

製品ペレット貯蔵棚グローブボックス-1 

(PA0137-B-01701) 

特記事項 

1.グローブボックスの構造は JIS Z 4808(2002)による。 

2.指示のない寸法単位は「mm」とする。 

3.[ ]内機器は，その他の機器を示す。 

4.熱感知器はグローブボックスの天井面の近傍に設置する。 

添付11　既認可設備の設計変更内容（第２回申請）
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j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【耐震】
耐震サポート部材の厚み増L75×75×6→L75×75×9

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルトピッチ変更
200→230

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルト本数変更 12本→18本

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【火災】難燃化対応
・含鉛アクリルパネルを削除
・窓板をメタクリル樹脂からポリカーボネート樹脂に変更

j2090045
テキストボックス
【火災】
グローブボックス温度監視装置の設置



 
 
 
 
 
 

第 2.5.4.7.10図 

核燃料物質の貯蔵施設 

製品ペレット貯蔵設備の構造図 

製品ペレット貯蔵棚グローブボックス-2，-3，-4 

(PA0137-B-01702，-01703，-01704) 

特記事項 

1.グローブボックスの構造は JIS Z 4808(2002)による。 

2.指示のない寸法単位は「mm」とする。 

3.熱感知器はグローブボックスの天井面の近傍に設置する。 

添付11　既認可設備の設計変更内容（第２回申請）
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j2090045
テキストボックス
【耐震】
耐震サポート部材の厚み増L75×75×6→L75×75×9

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルト本数変更
4本→6本

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルト本数変更
12本→18本

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【火災】難燃化対応
・含鉛アクリルパネルを削除
・窓板をメタクリル樹脂からポリカーボネート樹脂に変更

j2090045
テキストボックス
【火災】
グローブボックス温度監視装置の設置



 
 
 
 
 
 
 

第 2.5.4.7.11図 

核燃料物質の貯蔵施設 

製品ペレット貯蔵設備の構造図 

製品ペレット貯蔵棚グローブボックス-5 

(PA0137-B-01705) 

特記事項 

1.グローブボックスの構造は JIS Z 4808(2002)による。 

2.指示のない寸法単位は「mm」とする。 

3.[ ]内機器は，その他の機器を示す。 

4.熱感知器はグローブボックスの天井面の近傍に設置する。 

添付11　既認可設備の設計変更内容（第２回申請）
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j2090045
テキストボックス
【耐震】
耐震サポート部材の厚み増L75×75×6→L75×75×9

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルト本数変更
4本→6本

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルト本数変更
12本→18本

j2090045
テキストボックス
【火災】難燃化対応
・含鉛アクリルパネルを削除
・窓板をメタクリル樹脂からポリカーボネート樹脂に変更

j2090045
テキストボックス
【火災】
グローブボックス温度監視装置の設置



 
 
 
 
 
 
 

第 2.5.4.7.12図 

核燃料物質の貯蔵施設 

製品ペレット貯蔵設備の構造図 

ペレット保管容器受渡装置グローブボックス-1 

(PA0137-B-03701) 

特記事項 

1.グローブボックスの構造は JIS Z 4808(2002)による。 

2.指示のない寸法単位は「mm」とする。 

3.熱感知器はグローブボックスの天井面の近傍に設置する。 

添付11　既認可設備の設計変更内容（第２回申請）
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j2090045
テキストボックス
【耐震】
耐震サポート部材の厚み増L75×75×6→L75×75×9

j2090045
テキストボックス
【その他】保守性
グローブポート追加

j2090045
テキストボックス
【その他】保守性
グローブポート移動及び追加

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルトピッチ変更
200→230

j2090045
長方形

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【火災】難燃化対応
・含鉛アクリルパネルを削除
・窓板をメタクリル樹脂からポリカーボネート樹脂に変更

j2090045
テキストボックス
【火災】グローブボックス温度監視装置の設置に伴うコネクタ部の追加

j2090045
テキストボックス
【火災】
グローブボックス温度監視装置の設置



 
 
 
 
 
 
 

第 2.5.4.7.13図 

核燃料物質の貯蔵施設 

製品ペレット貯蔵設備の構造図 

ペレット保管容器受渡装置グローブボックス-2 

(PA0137-B-03702) 

特記事項 

1.グローブボックスの構造は JIS Z 4808(2002)による。 

2.指示のない寸法単位は「mm」とする。 

3.熱感知器はグローブボックスの天井面の近傍に設置する。 

添付11　既認可設備の設計変更内容（第２回申請）
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j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【耐震】
取付ボルトピッチ変更200→230

j2090045
テキストボックス
【耐震】
耐震サポート部材の厚み増L75×75×6→L75×75×9

j2090045
テキストボックス
【その他】保守性
グローブポート移動及び追加

j2090045
テキストボックス
【その他】保守性
グローブポート移動及び追加

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【火災】難燃化対応
・含鉛アクリルパネルを削除
・窓板をメタクリル樹脂からポリカーボネート樹脂に変更

j2090045
長方形

j2090045
テキストボックス
【火災】グローブボックス温度監視装置の設置に伴うコネクタ部の追加

j2090045
テキストボックス
【火災】
グローブボックス温度監視装置の設置
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第３回申請グローブボックスを踏まえた
第２回のグローブボックス排気設備の申請方針について

添付－12
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窒素循環ファン
１台予備

選別作業室，
ペレット立会室

粉末調整第１室，粉末調整第２室，
粉末調整第３室，粉末調整第４室，
粉末調整第５室，粉末調整第６室，

粉末調整第７室，粉末一時保管室，
ペレット加工第１室，ペレット一時保管室

ペレット加工第２室，
ペレット加工第３室，
燃料棒加工第１室，

スクラップ処理室，
ペレット・スクラップ貯蔵室，
分析第１室，分析第２室，

分析第３室

送風機
１台予備

給気設備

制御第１室，燃料棒貯蔵室，燃料集合体組立第１室，
燃料集合体貯蔵室，排風機室，廃棄物保管第１室，ウラン貯蔵室，
貯蔵容器搬送用洞道，貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器一時保管室，廊下等

グローブ
ボックス

建屋排風機
１台予備

建屋排気設備

工程室排風機
１台予備

グローブボックス排風機
１台予備

工程室排気設備

グローブボックス排気設備

グローブ
ボックス

排気口

給・排気ライン

凡例

高性能
エアフィルタ

送排風機

外気取入口

排気モニタ

リング設備

バランスダンパ

ダンパ（開）

原料受払室，放管試料前処理室，
放射能測定室，液体廃棄物処理第２室，
ウラン粉末準備室

逆止ダンパ

燃料棒解体室

グローブ
ボックス

グローブ
ボックス（注４）

窒素ガス

グローブ
ボックス

輸送容器保管室，入出庫室，荷卸室，固体廃棄物払出準備室等

オープンポート
ボックス

現場監視第１室等

フード（注１）

（注５）

フード又は
オープンポート
ボックス

(一部窒素ガス)

窒素循環設備

ペレット加工第４室，燃料棒加工第２室，燃料棒加工第３室，
メンテナンス室，液体廃棄物処理第１室，液体廃棄物処理第３室

オープンポート
ボックス（注２）

（注３）

（注６）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

注１ 分析第１室及び分析第２室に設置
注２ 燃料棒加工第１室及び分析第２室に設置
注３ ペレット加工第２室及びスクラップ処理室は２段，ペレット加工第３室及び分析第３室は１段又は２段
注４ 分析第１室及び分析第２室は除く
注５ 燃料棒加工第１室は１段，スクラップ処理室は１段又は２段

注６ 粉末調整第１室，粉末調整第４室，ペレット加工第１室は１段又は２段
注７ バランスダンパ及び逆止ダンパの設置位置及び設置数については，変更し得る
注８ 手動ダンパ
注９ 箱型高性能エアフィルタ
注10 枠型高性能エアフィルタ
注11 箱型高性能エアフィルタ又は枠型高性能エアフィルタ

（注８）

（注９）

（注９）

（注９）

（注11）

（注11）

（注11） （注９）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注11）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注９）

（注９）

（注９）

(注９)(注９)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注９)(注９)

Ｒ
α

Ｒ
α

（注10）

（注10）

（注10）

ダンパ（閉）
（注８）

（注８）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注11）

・・・第2回申請対象のグローブボックス又
はオープンポートボックスを設置する室

 第２回申請は，グローブボックス及びグローブボックス排気設備を申請するが，グロー
ブボックスの一部は，第３回において申請を行う。このため，第３回申請のグローブボッ
クスを踏まえたグローブボックス排気設備の第２回の申請方針について２．に示す。

1．第２回申請について
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 第２回申請のグローブボックス排気設備は，第３回申請のグローブボックスを踏まえ，

以下の通り申請する。

 添付図面のグローブボックス排気設備の系統図において，系統図上に第３回申

請のグローブボックスとの取り合いを示し，次回以降のグローブボックスを含めた

閉じ込め全体の系統構成を示す。

 グローブボックス排気設備の排風機に必要な容量(風量)の設定においては，第３

回申請のグローブボックスの負圧維持に必要な風量も含めて積み上げを行った

結果を示すことにより，第３回申請によって，排風機の排気風量に変更がないよう

にする。詳細な風量の積み上げ結果については，補足説明資料において示す。

 ３．に，グローブボックス排気設備の閉じ込めに係る必要な風量の設定方針を示

す。

２．第２回申請方針
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（１） グローブボックス排気設備の閉じ込め機能に係る風量設定

グローブボックス排気設備は閉じ込め機能を維持するため，以下①及び②に示す排気風量を満足する設計とする。

① グローブボックスは，グローブボックス排気設備により，１個のグローブが破損，脱落等した場合でも，開口部における

空気流入風速は，設定値以上（0.5m/s）に維持する設計とする。

② グローブボックスは，グローブボックス排気設備により，負圧に維持する設計とする。

① 開口部風速に係る風量設定について

グローブボックスの開口部風速を維持するために必要な換気風量については，下式により算出を行う。

Q = A × v × 3600

Q：換気風量(m3/h)， A：グローブポートの開口面積（=πr2）(m2)， π：円周率， r：グローブポート半径(m)，

v：空気流入風速(=0.5m/s)

※ グローブポート1箇所が脱落等により開放した状態の必要風量を計算する。

② 漏れ量に係る負圧維持の風量設定について

グローブボックスは，JIS規格に定める漏れ量以下になるよう，気密性（0.25vol%/h） を有する設計としている。

第２回申請対象グローブボックスのうち，容積が最大サイズ(約103m3)となる粉末一時保管装置グローブボックス-5にお

いては，103m3 × 0.25vol%/h = 0.26m3/hの漏れ量が見込まれるため，これ以上の風量があれば負圧が維持できることに

なる。一方で，上記①のとおり開口部風速を維持するために必要な換気風量は，グローブポート半径 r = 97.5mmよりQ = 

3.14 × 97.52 × 0.5 × 3600 = 54m3/hであり，「②漏れ量」よりも「①開口部流入風速に係る風量」に基づく換気風量の方

が支配的である。

＜①及び②を受けたグローブボックス排風機の容量設定の考え方について＞

上記①及び②より，各グローブボックスには「①開口部流入風速に係る風量」に基づく必要換気風量(54m3/h)に余裕代

を加えた65m3/h以上の換気風量を設定し，第2回申請以降も含めた全グローブボックスで換気風量を積算してグローブボ

ックス排気設備としての必要風量を算出する。グローブボックス排風機は，この必要風量を満足する容量を有する設計と

する。

なお，「②漏れ量」による換気風量は小さく，上記の余裕代に包含される。

３．閉じ込め機能に係る風量の設定について
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（２） グローブボックス排気設備における風量設定

グローブボックス排気設備の閉じ込め機能に係る風量は，燃料加工建屋に設置する全グローブボックス（オープンポートボッ

クス，フード含む）311基を考慮し，311基 × 65m3/h = 20215m3/h以上を有する風量を設定する。

また，グローブボックス排気設備は，グローブボックス排気設備の閉じ込め機能に係る風量のほか，貯蔵設備の崩壊熱除去

を達成するために必要な換気風量，気体廃棄物の廃棄設備として必要となる風量，機器排熱等の除去に必要は風量等を考

慮し，グローブボックス排気設備に要求される必要風量を設定する。

＜グローブボックス排気設備の風量設定で考慮する風量＞

a. 換気回数に基づく必要風量(取り扱う核燃料物質等の種類，量，気体中の濃度，熱バランス等の条件から，粉末を取り扱

う室は3回/h，粉末を取り扱わない室は2回/h，核燃料物質等の汚染のおそれが低い室は1回/h，前室は3回/h，グロー

ブボックスは6回/h以上)

b. フード，オープンポートボックス及びグローブボックス等の開口部風速の維持に必要な風量 (前頁の①)

c. グローブボックスで発生する発熱，負圧維持等に必要な風量 (負圧維持については前頁②と同様)

各グローブボックスにおいて，これら3要素のうち最大となる風量を合算していくことで，必要風量は m3/h以上を設定す

る。

以上のことから，最終的なグローブボックス排風機の容量としては， m3/h以上となる m3/h/個とする。

３．閉じ込め機能に係る風量の設定について
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グローブボックス及び排気設備の構造概要

添付－13
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 ＭＯＸ燃料加工施設は，ＭＯＸ粉末を取り扱う施設であり，グローブボックスにおいて非密封の核

燃料物質を取り扱う。また，グローブボックスの閉じ込め機能として負圧維持をするための機能を

有するグローブボックス排気設備を設置する。さらに，工程室は工程室排気設備，燃料加工建屋

は建屋排気設備により，燃料加工建屋，工程室，グローブボックス等の順に負圧を低くすることで

，核燃料物質等の漏えいの拡大を防止する設計とする。

 第２回申請においては，グローブボックスとグローブボックス排気設備等の排気設備を申請する。

 耐震設計において，これらのうち安全上重要な施設のグローブボックス及びグローブボックス排気

設備等は耐震重要施設として選定し，排気筒は耐震重要施設に波及的影響を及ぼすおそれのあ

る施設として選定している。

 また、排気設備は，竜巻による気圧低下を考慮した場合，竜巻の気圧差による荷重が作用するお

それがあるため，建屋内の施設で外気と繋がっている竜巻防護対象施設に選定している。排気筒

は竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼすおそれのある施設に選定している。

 上記を踏まえ，グローブボックス及び排気設備について，閉じ込め機能及び耐震，竜巻の強度設

計に係る構造概要を以降に示す。

はじめに
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グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（1/7）

機種 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対
応番号

グローブ
ボックス

給気口及び排気口を除き密閉し，漏れ率を0.25vol%/h以下とすることで，核燃料物質等が漏えいし難い構造とする。

第10条
閉じ込め

閉込①

核燃料物質等による腐食を防止するため，グローブボックス本体の材質をステンレス鋼とする。

負圧異常を検知するため，差圧計を設置する。

隣接するグローブボックスとは伸縮継手（以下「ベローズ」という。）を介して接続する。
※具体の設計方針は、添付―１３別紙「グローブボックス間に設置されたベローズについて」に示す。

グローブボックス内で取り扱う粉末容器が落下又は転倒した場合でも，グローブボックスパネルに直接衝突することがないよう，
粉末容器を取り扱う機器とグローブボックスパネル間の距離を確保する設計とする。

貯槽等から放射性物質を含む液体が漏えいした場合においても，グローブボックス底部を漏えい液受皿構造とすることにより，グ
ローブボックスに放射性物質を含む液体を閉じ込めることで，グローブボックス外に漏えいし難い構造とする。

第10条
閉じ込め
第20条
廃棄施設

閉込①
廃棄①貯槽等から放射性物質を含む液体が漏えいした場合においても，漏えい液受皿底面又は漏えい検知ポット内に漏えい検知器を

設置し，警報を発する設計とする。

早期に火災の感知を行うために，グローブボックスの天井近傍に熱感知器を設置する設計とする。

第11条
火災

火防①
火災により閉じ込め機能を損なわないよう，窓板の材質をポリカーボネート樹脂とする。

早期に火災の消火を行うために，消火ガスノズルを設置する設計とする。

防火シャッタを設置することで，他区域からの火災及び爆発の影響が及ばない設計とする。

地震力に対して，安全機能が損なわれるおそれがないよう，以下の設計を講じる。
・耐震強度を有する材質を使用する。
・支持構造物を設ける。
・壁，床及び天井との支持部のボルトは適切な本数及び径のボルトを使用し，ボルトピッチを確保する。

第6条
地震

耐震①

窓板部や搬出入口部等の閉じ込め部材に対する評価として加振試験を実施し，閉じ込め機能を維持できる設計とする。

地震時にグローブボックスに生じる変位を上回る可動能力を有する伸縮継手（ベローズ）を設ける設計とする。

単一ユニットへの核燃料物質の搬送においては，核的制限値以下であることが確認されなければ搬入が許可されないようにする
ため，取り扱う核燃料物質自体の質量について適切な核的制限値を設け，その核的制限値を超えることのないように，秤量器，ID
番号読取機，誤搬入防止機構を設置する。

第4条
臨界

臨界①

グローブボックスに設置する漏えい液受皿の材料は，接液する腐食性流体による腐食を防止するためステンレス鋼を使用する。
第15条

材料・構造
材構①グローブボックスに設置する漏えい液受皿の構造は，材料及び構造における設計条件に対して弾性設計及び座屈が生じない必

要な厚さ以上の厚さを有する設計とする。

放射線業務従事者に対する核燃料物質からの放射線を低減し，遮蔽設計の基準となる線量率を満足するように，窓板前面に必
要な厚さの遮蔽体を有する構造とする。

第22条
遮蔽

遮蔽①

3
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機種 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対応

番号

搬送設備・
機械装置

地震力に対して，上位クラスのグローブボックスに波及的影響を及ぼすことがないよう，以下の設計を講じる。
・機器を支持するフレームは耐震強度を有する材質を使用する。
・グローブボックスとの支持部の取付ボルトは耐震強度を有する材質を使用するとともに適切な本数，径及びボルト
ピッチを有する設計とする。

第6条 地震 耐震②

搬送設備は，搬送する容器の重さ以上の定格荷重を有する設計とする。

第16条
搬送設備

搬送①

グローブボックス内でMOX粉末及びペレットを取り扱う可動機器は，逸走，落下及び転倒によりグローブボックスの閉
じ込めに影響を及ぼさない設計とする。

容器の逸走，落下及び転倒を防止できる設計とする。

搬送設備は，動力の供給が停止した場合，核燃料物質の落下を防止できる設計とする。

ファン

(グロー
ブボッ
クス排
風機)

共通台板と床面とを基礎ボルトで固定する構造とする。
第6条
地震

耐震③Ｓクラスの地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがないように十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。

Sクラスの地震力に対しても動的機能を維持する設計とする。

フィルタより下流に配置するグローブボックス排風機は核燃料物質等による腐食の影響は小さいため，グローブボッ
クス排風機のケーシングは炭素鋼を選定し，適切な塗装を行う。

第10条
閉じ込め

閉込②

気圧差による荷重に対して，排風機の構造強度を確保するため，構成するケーシングの鋼板部が適切な厚さを有す
る構造とする。また，ケーシングは部材強度を確保するため補強部材を設置する構造とする。

第8条 外部衝撃
(竜巻)

竜巻①

(工程室
排風機)

共通台板と床面とを基礎ボルトで固定する構造とする。 第6条
地震

耐震④
耐震重要施設（Ｓクラス）に波及的影響を与えないように，十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。

(窒素循
環ファ
ン)

MOX粉末の漏えいを防止するため，MOX粉末を取り扱うグローブボックスを循環する経路は，基準地震動Ssによる地
震力に対して，経路を維持できるよう，十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。

第10条 閉じ込め
第23条 換気設備

第6条 地震

閉込③
換気①
耐震⑤

共通台板と床面とを基礎ボルトで固定する構造とする。
第6条
地震

耐震⑤

核燃料物質等による腐食を防止するため，窒素循環ファンのケーシングはステンレス鋼とする。
第10条
閉じ込め

閉込④

グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（2/7）
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機種 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対応

番号

フィル
タ

(グロー
ブボッ
クス排
気フィ
ルタユ
ニット)

フィルタ交換時において，①蓋を開放，②フィルタのバックアウト，③新しいフィルタのバックインという容易な手順を実
現可能な構造とする。また，交換に必要なメンテナンススペースを設ける構造とする。

第20条 廃棄施設
第23条 換気設備

廃棄②
換気②

基礎ベースと床面とを基礎ボルトで固定する構造とする。
第6条
地震

耐震⑥フィルタユニットは剛構造とする。

Ｓクラスの地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがないように十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。

核燃料物質等による腐食を防止するため，グローブボックス排気フィルタユニットのケーシングはステンレス鋼とする。
第10条
閉じ込め

閉込⑤

気圧差による荷重に対して，フィルタユニットの構造強度を確保するため，構成するケーシングの鋼板部が適切な厚
さを有する構造とする。また，ケーシングは部材強度を確保するため補強部材を設置する構造とする。

第8条 外部衝撃
(竜巻)

竜巻②

フィルタのケーシングの材料は，内包する流体を含む使用条件に対し，適切な機械的強度及び腐食に対する耐環境
性を有する材料として炭素鋼又はステンレス鋼を使用する。 第15条

材料・構造
材構②

フィルタのケーシングの構造は，内包する流体の性状から主に空気を移送するダクトと同等の厚さを有するものを使
用する設計とする。

フィルタに直接溶接される支持構造物は，その破損により当該機器の損壊を生じさせるおそれがないように，地震荷
重に対して十分な強度を有する取付ボルトを使用する。

第6条 地震
第15条

材料・構造

耐震⑥
材構②

(工程室
排気

フィルタ
ユニッ
ト)

フィルタ交換時において，①蓋を開放，②フィルタのバックアウト，③新しいフィルタのバックインという容易な手順を実
現可能な構造とする。また，交換に必要なメンテナンススペースを設ける構造とする。

第20条 廃棄施設
第23条 換気設備

廃棄③
換気③

基礎ベースと床面とを基礎ボルトで固定する構造とする。
第6条
地震

耐震⑦フィルタユニットは剛構造とする。

Ｓクラスの地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがないように十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。

フィルタのケーシングの材料は，内包する流体を含む使用条件に対し，適切な機械的強度及び腐食に対する耐環境
性を有する材料として炭素鋼又はステンレス鋼を使用する。 第15条

材料・構造
材構③

フィルタのケーシングの構造は，内包する流体の性状から主に空気を移送するダクトと同等の厚さを有するものを使
用する設計とする。

フィルタに直接溶接される支持構造物は，その破損により当該機器の損壊を生じさせるおそれがないように，地震荷
重に対して十分な強度を有する取付ボルトを使用する。

第6条 地震
第15条

材料・構造

耐震⑦
材構③

グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（3/7）
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グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（4/7）

機種 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対応

番号

排気筒

排気筒の排気口は，燃料加工建屋の北東に位置し，地上高さを約20ｍ(標高約75ｍ)とする設計とする。
第20条
廃棄施設

廃棄④

排気筒脚部は燃料加工建屋１階基礎部に設置し、フランジプレート、リブプレート、ベースプレートおよびアンカーボ
ルトで構成する設計とする。

第6条
地震

第8条
外部衝撃

(竜巻)

耐震⑧
竜巻③

竜巻および地震時における変位によって排気筒筒身が燃料加工建屋外壁へ接触することのないよう，筒身外面か
ら建屋外壁面まで離隔距離を有する設計とする。

排気筒は補強リングにより燃料加工建屋外壁に接続される支持部を排気筒筒身側に接続するための設計とする。

筒身は燃料加工建屋建屋外壁における2階床高さから支持をとっており、筒身側支持部材は筒身を囲む補強リング
に接続する設計とする。

アンカーボルトは竜巻・地震に起因する圧縮力，軸力およびせん断力により脚部損壊に至らないような径，数量とし，
排気筒をコンクリート基礎に固定する設計とする。

フランジプレートは筒身と基礎部を接続するために設置され，竜巻・地震に起因する曲げモーメントにより，
脚部損壊に至らない厚さに設計する。
リブプレートは竜巻・地震により発生する局所的な曲げモーメントおよび圧縮力により損壊に至らない数量，厚さに
設計する。

ベースプレートは竜巻・地震に起因する曲げモーメントにより損壊に至らない厚さに設計する。

排気筒脚部は燃料加工建屋地上１階床高さにおける燃料加工建屋のコンクリート基礎部に設置する。

排気筒の筒身は避雷設備における雷撃の受雷部および引下げ導体とし，接地線を筒身脚部付近から網状接地極
に接続する設計とする。

第8条
外部衝撃
(その他)

外他①
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グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（5/7）

機種 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対応

番号

ダクト

（グロー
ブボック
ス排気
設備）

気圧差による荷重に対して，角ダクト，丸ダクト及び配管の構造強度を確保するため，角ダクト，丸ダクト及び配管を
構成する鋼板を適切な厚さを有する構造とするとともに、支持構造物のサポートスパン、補強材のピッチを適切な間
隔に設定する。

第8条
外部衝撃

(竜巻)
竜巻④

角ダクト及び丸ダクト並びに配管(気体廃棄物の廃棄設備のグローブボックス排気設備)は，鋼製のダクト及び配管
を主体構造とし，支持構造物により建屋内壁，床及び梁等に支持する構造とする。 第6条 地震 耐震⑨

ダクト及び配管の支持構造物については，標準支持間隔以内で支持する構造とする。

核燃料物質等による腐食を防止するため，グローブボックス排気設備のフィルタユニットより上流のダクト(GB側)は，
ステンレス鋼とする。

第10条
閉じ込め

閉込⑥

・ダクトの材料は，内包する流体を含む使用条件に対し，適切な機械的強度及び腐食に対する耐環境性を有する材
料として炭素鋼又はステンレス鋼を使用する。 第15条

材料・構造
材構④

ダクトの構造は，材料及び構造における設計条件に対し，延性破断に至る塑性変形が生じないよう設計・建設規格
のクラス4管の形状規定(ダクトの径に応じた必要厚さ)を満足する厚さを有するものを使用する設計とする。

ダクトに直接溶接される支持構造物は，その破損により当該機器の損壊を生じさせるおそれがないように，地震荷
重に対して十分な強度を有する取付ボルトを使用する。

第6条 地震
第15条

材料・構造

耐震⑨
材構④

ダンパ

気圧差による荷重に対して，ダンパの構造強度を確保するため，ダンパ本体を構成する鋼板，ベーン，シャフトは，
適切な厚さを有する構造とする。

第8条
外部衝撃

(竜巻)
竜巻⑤

核燃料物質等による腐食を防止するため，グローブボックス排気設備のフィルタユニットより上流のダンパ(GB側)は，
ステンレス鋼とする。

第10条
閉じ込め

閉込⑦

ダンパは接続しているダクト及び配管によって支持される構造とし、ダクト及ぶ配管は標準支持間隔以内で支持する
構造とする。

第6条 地震 耐震⑩
地震時に動的機能維持を要求されるダンパについては，Ｓクラスの地震力に対して動的機能を維持できる設計とす
る。

ダンパの材料は，内包する流体を含む使用条件に対し，適切な機械的強度及び腐食に対する耐環境性を有する
材料としてステンレス鋼を使用する。 第15条

材料・構造
材構⑤

ダンパの構造は，内包する流体の性状から主に空気を移送するダクトと同等の厚さを有するものを使用する設計と
する。

7
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8

系統 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対応

番号

気体廃棄物の
排気設備の
系統概要

気体廃棄物の廃棄設備は，建屋排気設備，工程室排気設備，グローブボックス排気設備，給気設備，窒素循環設
備及び排気筒で構成する。

第10条 閉じ込め

第17条 貯蔵

第20条 廃棄施設

第23条 換気設備

廃棄⑤
換気④

建屋排気設備は，建屋排気ダクト，建屋排気フィルタユニット及び建屋排風機で構成する。

廃棄⑤

工程室排気設備は，工程室排気ダクト，工程室排気フィルタユニット，工程室排風機及び工程室排風機入口手動ダ
ンパで構成する。工程室排気設備のうち，工程室排風機入口手動ダンパを2基設置する設計とする。

グローブボックス排気設備は，グローブボックス排気ダクト，グローブボックス給気フィルタ，グローブボックス排気
フィルタ，グローブボックス排気フィルタユニット，グローブボックス排風機及びグローブボックス排風機入口手動ダン
パで構成する。グローブボックス排気設備のうち，グローブボックス排風機入口手動ダンパを2基設置する設計とす
る。

建屋排気設備は，共用する貯蔵容器搬送用洞道のMOX燃料加工施設境界の扉の開放時に，貯蔵容器搬送用洞
道内を負圧に維持できる設計とする。

核燃料物質等の逆流による核燃料物質等の拡散を防止するため，排風機及び逆止ダンパを設ける。
閉込⑧
廃棄⑤
換気④

排気中の核燃料物質等を除去するため，必要な捕集効率を有する高性能エアフィルタを複数段設ける。

燃料加工建屋，工程室及びグローブボックス等の負圧維持に必要な排気量を担保するため，建屋排風機を2台(予
備1台)，工程室排風機を1台(予備1台)及びグローブボックス排風機を1台(予備1台)設ける。

グローブボックスは、グローブボックス排気設備によりグローブ1個が破損した場合においても，グローブポート開口
部における空気流入風速を0.5m/s以上に維持する設計とする。 閉込⑧

廃棄⑤オープンポートボックス及びフードは、グローブボックス排気設備により開口部からの空気流入風速を0.5m/s以上に
維持する設計とする。

・建屋排気設備は，貯蔵容器一時保管設備，燃料棒貯蔵設備及び燃料集合体貯蔵設備に貯蔵する核燃料物質等
から発生する崩壊熱を除去するため，換気することにより適切に冷却できる設計とする。
・グローブボックス排気設備は，原料MOX粉末缶一時保管設備，粉末一時保管設備，ペレット一時保管設備，スク
ラップ貯蔵設備及び製品ペレット貯蔵設備に貯蔵する核燃料物質等から発生する崩壊熱を除去するため，換気によ
り冷却できる設計とする。

貯蔵①
廃棄⑤

核燃料物質等の漏えいを防止するため，排気ダクトはフランジ又は溶接で接続する構造とし，高性能エアフィルタを
設ける。

換気④

グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（6/7）
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系統 各条文に係る構造概要 対応条文
図中対応

番号

気体廃棄物の
排気設備の
系統概要

気体廃棄物の廃棄設備は，排気筒において事業(変更)許可に示す廃棄物を処理するために必要な排気能力（約
32万m3/h）を有する設計とする

第10条
閉じ込め

第20条
廃棄施設

第23条
換気設備

閉込⑧
廃棄⑤

高性能エアフィルタに対し試験及び検査を行うため，必要に応じて差圧計を設けることが可能な設計とする。 廃棄⑤

窒素循環冷却機，窒素循環ファン及び窒素循環ダクトにより窒素雰囲気型グローブボックス（窒素循環型）内の窒
素を冷却し循環させる設計とする。（青線部）
外部電源喪失時は，窒素循環ファン及び窒素循環冷却機が停止するが，グローブボックス排風機により，グローブ
ボックス内を負圧に維持する設計とする。（赤線部）

廃棄⑤
換気④

MOX燃料加工施設から周辺環境へ放射性気体廃棄物を放出する排気筒には，MOX燃料加工施設外への核燃料
物質等の漏えいを検知できるよう，排気モニタ（後次回申請）を設置する。

閉込⑧
廃棄⑤

給気設備は，燃料加工建屋屋上の外気取入口から外気を取り入れ，取り入れた空気中の塵埃を給気フィルタユ
ニットによって除去した後に，必要に応じて温度又は湿度を調整した後，燃料加工建屋の管理区域に供給する設計
とする。

廃棄⑤
換気④

グローブボックスの給気口には，高性能エアフィルタを設置し，グローブボックス内の核燃料物質等が室内に漏え
いしにくい設計とする。

換気④

塩害に対し，気体廃棄物の廃棄設備等の給気系に除塩フィルタを設置する。
第8条 外部衝撃

(外他)
外他②

外部火災の二次的影響であるばい煙による影響に対しては，一定以上の粒径のばい煙粒子を捕獲するフィルタを
給気設備に設置する。

第8条 外部衝撃
(外部火災)

外火①

建屋内部に降下火砕物が侵入し難い設計とするため，降下火砕物を含む空気の流路となる給気系統にフィルタを
設置する。

第8条 外部衝撃
(火山)

火山①

他の火災区域からの火災及び爆発の影響が及ばない設計とするため，火災区域境界の換気ダクトにおいては，3
時間耐火性能を有する延焼防止ダンパを設置する。

第11条 火災 火防②

耐火壁を貫通するダクトについては，鋼板ダクトとすることにより，3時間耐火境界となるよう排気系統を形成する設
計とする。

安全上重要な施設のグローブボックスに対して固定式のガス消火装置であるグローブボックス消火装置を設置す
るが，その消火の支援機能として以下のダンパを設置する設計とする。
• グローブボックスの給排気系には，ガス消火装置によって自動閉止するピストンダンパを設置する。
• 消火ガス放出後に駆動設備からのガス供給により閉止する延焼防止ダンパを設置する。

グローブボックス及び排気設備
各条文に係る構造概要一覧（7/7）
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グローブボックスの構造概要

359
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グローブボックスの構造概要（基本設計）

隣接するグローブボックスとは伸縮継手を介して接続する。（閉込①）
具体の設計方針は，添付-13 別紙「グローブボックス間に設置された
ベローズについて」に示す。

核燃料物質等による腐食を防止す
るため，グローブボックス本体の材
質をステンレス鋼とする。（閉込①）

給気口及び排気口を除き密閉し，漏
れ率を0.25vol%/h以下とすることで，

核燃料物質等が漏えいし難い構造と
する。（閉込①）

なお，窓板やグローブポート取付部等
に使用するガスケットは閉じ込め機能
を担保するために，気密性等に優れ
実績のあるものを使用する。

密閉構造の詳細は「①グローブボック
スの構造概要（密閉構造）」に示す。

グローブポート

負圧異常を検知するための差圧計を
設置する。（閉込①）

360



GB内

GB外

ガスケッ

ボルト

グローブボックス本体

グローブボックス本体
窓板

12

グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【窓板部】
・ガスケットを介してグローブボックス本体とボルト締結する。

GB上面図

A部詳細 B部詳細
361
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【グローブポート部】
・ガスケットを介してビスにて窓板と締結する。

窓板

グローブボックスの構造概要（密閉構造）

GB内 GB外

ビス

グローブポート

ガスケット

A部詳細

A

GB正面図

B

B部詳細 362
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グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【搬出入口（小）部】
・ガスケットの役割をもつ取付板を介して，ビスにてグローブボックス本体と締結する。

GB側面図

A

GB内GB外

ビス

取付板 グローブ
ボックス
本体

搬出入口（小）

A部詳細

363
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グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【搬出入口（大）部】
・グローブボックス本体と溶接にて接続する。

GB内GB外グローブボ
ックス本体

グローブボックス本体との溶接箇所：〇部

搬出入
口（大）

A

A部詳細

B部詳細

B

GB側面図

364
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グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【伸縮継手（ベローズ）】
・隣接するグローブボックスと伸縮継手（ベローズ）により接続する。
・伸縮継手（ベローズ）はグローブボックス本体とガスケットを挟んで
ボルトで締結する。

伸縮継手
（ベローズ）
正面図

GB側面図

ガスケット

ボルト

A部詳細

グローブボックス本体

伸縮継手
（ベローズ）

伸縮継手
（ベローズ）

ベローズ
（ステンレス鋼）

A

溶接

365



GB内

GB外

17

グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【管台部】
・グローブボックス本体と溶接にて接続する。

グローブボックス本体との溶接箇所：〇部

GB内

GB外

GB側面図

GB上面図

消火ガ
ス入口

差圧計

予備

予備詳細

差圧計詳細

消火ガス入口
グローブボ
ックス本体

グローブボックス本体

グローブボックス本体

GB内

GB外

366



18

グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【コネクタ部（ハーメチックシールタイプ）】
・コネクタが溶接されているフランジをガスケットを介して，グローブボックス本体とボルト締結する。

GB側面図

A

A部詳細

B

B部詳細

コネク
タ

フランジ

ガスケッ
ト取付箇
所

ボルト取付箇所

367
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グローブボックスの構造概要（密閉構造）

【コネクタ部（挟み込み型）】
・グローブボックス本体をガスケットを介して，雌ネジと雄ネジの関係であるリングナットとフランジで挟み込み締結する。

A

A部詳細

ガスケット取付箇所リングナット

フランジ

GB側面図
368
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グローブボックスの構造概要（GBパネル衝突防止）

グローブボックス内で取り扱う粉末容器が落下又は転倒した場合でも，グロー
ブボックスパネルに直接衝突することがないよう，粉末容器を取り扱う機器とグ
ローブボックスパネル間の距離を確保する設計とする。（閉込①）

なお，把持機構による搬送では容器が転倒することはなく，落下することが想
定されるが，落下した場合においても，落下方向にGBパネルは存在しないた
め，GBパネルに直接衝突することはない。

搬送方向

搬
送
方
向

容
器
落
下
方
向

パネル面

GB内配置（側面）

GB内配置（正面）

粉末容器

【把持機構にて容器を搬送する機器】
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グローブボックスの構造概要（GBパネル衝突防止）

GB内配置（正面）GB内配置（側面）

パネル面

【コンベア機構にて容器を搬送する機器】

グローブボックス内で取り扱う粉末容器が落下又は転倒した場合でも，グロー
ブボックスパネルに直接衝突することがないよう，粉末容器を取り扱う機器とグ
ローブボックスパネル間の距離を確保する設計とする。（閉込①）

搬送方向

370
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グローブボックスの構造概要（臨界安全設計）

単一ユニットへの核燃料物質の搬
送においては，核的制限値以下で
あることが確認されなければ搬入が
許可されないようにするため，取り
扱う核燃料物質自体の質量につい
て適切な核的制限値を設け，その
核的制限値を超えることのないよう
に，秤量器，ID番号読取機，誤搬入
防止機構を設置する。（臨界①）
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グローブボックスの構造概要（火災防護設計）

早期に火災の消
火を行うために，
消火ガスノズル
を設置する設計
とする。（火防①）

火災により閉じ
込め機能を損な
わないよう，窓
板の材質をポリ
カーボネート樹
脂とする。（火防
①）

早期に火災の感知を
行うために，グローブ
ボックスの天井近傍
に熱感知器を設置す
る設計とする。（火防
①）

防火シャッタを設
置することで，他
区域からの火災
及び爆発の影響
が及ばない設計
とする。（火防①）

建屋壁 防火シャッタ

372
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グローブボックスの構造概要（受皿構造及び漏えい検知）

貯槽等から放射性物質を含む液体が漏えいした場
合においても，グローブボックス底部を漏えい液受皿
構造とすることにより，グローブボックスに放射性物
質を含む液体を閉じ込めることで，グローブボックス
外に漏えいし難い構造とする。（閉込①，廃棄①）

貯槽等から放射性物質を含む液体が漏えいした
場合においても，漏えい液受皿底面又は漏えい
検知ポット内に漏えい検知器を設置し，警報を発
する設計とする。（閉込①，廃棄①）

接液する腐食性流体による腐食を防止するため，材
質をステンレス鋼とする。（材構①）

材料及び構造における設計条件に対して，弾性設計
及び座屈が生じない必要な厚さ以上の厚さを有する
設計とする。（材構①）
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グローブボックスの構造概要（遮蔽設計）

放射線業務従事者に対する核燃料
物質からの放射線を低減し，遮蔽設
計の基準となる線量率を満足するよ
うに，窓板前面に必要な厚さの遮蔽
体を有する構造とする。（遮蔽①）
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グローブボックスの構造概要（耐震設計）

地震力に対して，安全機能が損なわれるおそれがな
いよう，以下の設計を講じる。（耐震①）
・耐震強度を有する材質を使用する。
・支持構造物を設ける。
・壁，床及び天井との支持部のボルトは適切な本数，
径及びボルトピッチを有する設計とする。

窓板部や搬出入口部
等の閉じ込め部材に
対する評価として加
振試験を実施し，閉
じ込め機能を維持で
きる設計とする。（耐
震①）

地震時にグローブボ
ックスに生じる変位
を上回る可動能力を
有する伸縮継手（ベ
ローズ）を設ける設
計とする。（耐震①） 375
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内装機器（搬送設備）の構造概要（基本設計）

グローブボックス内でMOX粉末及びペレ

ットを取り扱う可動機器は，逸走，落下及
び転倒によりグローブボックスの閉じ込
めに影響を及ぼさない設計とする。（搬
送①）

搬送する容器の重さ以
上の定格荷重を有する
設計とする。（搬送①）

動力の供給が停止した場
合，核燃料物質の落下を
防止する設計とする。（搬
送①）

搬送方向

搬
送
方
向

搬送方向

※1：逸走防止対策
※2：落下防止対策
※3：転倒防止対策
※4：動力供給停止時の

落下防止対策

※1

※1

※1

※1

※1

※2

※3

※3
※4
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内装機器（搬送設備）の構造概要（基本設計）

容器の逸走，落下及び転倒を防
止する設計とする。（搬送①）

※1：逸走防止対策
※2：落下防止対策
※3：転倒防止対策

搬送方向

搬送する容器の重さ以
上の定格荷重を有する
設計とする。（搬送①）

※1
※3

※3
※2

※2

※2
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内装機器の構造概要（耐震設計）

地震力に対して，上位クラスのグローブボック
スに波及的影響を及ぼすことがないよう，以
下の設計を講じる。（耐震②）
・機器を支持するフレームは耐震強度を有す
る材質を使用する。

・グローブボックスとの支持部の取付ボルトは
耐震強度を有する材質を使用するとともに，
適切な本数，径及びボルトピッチを有する設
計とする。
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ファンの構造概要

379
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グローブボックス排風機

Ｓクラスの施設は，Ｓクラスの地震力に対してそ
の安全機能が損なわれるおそれがないように，
十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。（耐震
③）

ファンの構造概要

フィルタより下流に配置するグローブ
ボックス排風機は核燃料物質等によ
る腐食の影響は小さいため，グローブ
ボックス排風機のケーシングは炭素
鋼を選定し，適切な塗装を行う。（閉込
②）

共通台板と床面とを基礎ボルトで固定する構造と
する。（耐震③）

共通台板

Sクラスの地震力に対しても動的機能
を維持する設計とする（耐震③）
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グローブボックス排風機

ファンの構造概要

気圧差による荷重に対して，排風機の構造強度を確保するため，構成
するケーシングの鋼板部が適切な厚さを有する構造とする。また，ケー
シングは部材強度を確保するため補強部材を設置する構造とする。（竜
巻①）
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工程室排風機

耐震重要施設（Ｓクラス）に波及的影響を与えないよう
に，十分な強度を有する基礎ボルトを設ける。（耐震④）

ファンの構造概要

共通台板

共通台板と床面とを基礎ボルトで固定する構造と
する。（耐震④）
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窒素循環ファン

MOX粉末の漏えいを防止するため，MOX粉末を取り扱うグロ
ーブボックスを循環する経路は，基準地震動Ssによる地震力
に対して，経路を維持できるよう，十分な強度を有する基礎ボ
ルトを設ける。（閉込④，換気①，耐震⑤）

ファンの構造概要

核燃料物質等による腐食を
防止するため，窒素循環フ
ァンのケーシングはステンレ
ス鋼とする。（閉込③）

共通台板と床面とを基礎ボルトで固定する構造と
する。（耐震⑤）

共通台板

383



35

フィルタの構造概要
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フィルタの構造概要（グローブボックス排気フィルタユニット）

Ｓクラスの施設は，Ｓクラスの地震力に対してその
安全機能が損なわれるおそれがないように，十分
な強度を有する基礎ボルトを設ける。（耐震⑥）

フィルタユニットは
剛構造とする。
（耐震⑥）

フィルタ交換時において，①蓋を開放
，②フィルタのバックアウト，③新しいフ
ィルタのバックインという容易な手順を
実現可能な構造とする。また，交換に
必要なメンテナンススペースを設ける
構造とする。（廃棄②，換気②）

蓋（フィルタは内部に収納）
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

ス
ペ
ー
ス

核燃料物質等による腐食
を防止するため，グローブ
ボックス排気フィルタユニ
ットのケーシングはステン
レス鋼とする。（閉込⑤）

基礎ベースと床面とを基礎ボルト
で固定する構造とする。（耐震⑥）

基礎ベース

フィルタのケーシングの材料は，内
包する流体を含む使用条件に対し，
適切な機械的強度及び腐食に対す
る耐環境性を有する材料として炭素
鋼又はステンレス鋼を使用する。（
材構②）

フィルタのケーシングの構造は，内包
する流体の性状から主に空気を移送
するダクトと同等の厚さを有するもの
を使用する設計とする。（材構②）

フィルタに直接溶接される支持構造物
は，その破損により当該機器の損壊を
生じさせるおそれがないように，地震荷
重に対して十分な強度を有する取付ボ
ルトを使用する。（材構②耐震⑥）

385



37

フィルタの構造概要（グローブボックス排気フィルタユニット）

気圧差による荷重に対して，フィルタユニットの構造強度を
確保するため，構成するケーシングの鋼板部が適切な厚さ
を有する構造とする。また，ケーシングは部材強度を確保
するために補強部材を設置する構造とする。（竜巻②）
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フィルタの構造概要（工程室排気フィルタユニット）

フィルタ交換時において，①蓋を開放，②フィ
ルタのバックアウト，③新しいフィルタのバック
インという容易な手順を実現可能な構造とする
。また，交換に必要なメンテナンススペースを
設ける構造とする。（廃棄③，換気③）

メ
ン
テ
ナ
ン
ス

ス
ペ
ー
ス

フィルタユニットは
剛構造とする。
（耐震⑥）

蓋（フィルタは内部に収納）

Ｓクラスの施設は，Ｓクラスの地震力に対してその
安全機能が損なわれるおそれがないように，十分
な強度を有する基礎ボルトを設ける。（耐震⑦）

基礎ベースと床面とを
基礎ボルトで固定する
構造とする。（耐震⑦）

基礎ベース

フィルタのケーシングの材料は
，内包する流体を含む使用条
件に対し，適切な機械的強度
及び腐食に対する耐環境性を
有する材料として炭素鋼又は
ステンレス鋼を使用する。（材
構③）

フィルタのケーシングの構造は，内包
する流体の性状から主に空気を移送
するダクトと同等の厚さを有するもの
を使用する設計とする。（材構③）

フィルタに直接溶接される支持構造物は，その
破損により当該機器の損壊を生じさせるおそれ
がないように，地震荷重に対して十分な強度を
有する取付ボルトを使用する。（材構③）
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排気筒の構造概要
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排気筒の排気口は，燃料加工建屋の北東に位置し，地上高
さを約20ｍ(標高約75ｍ)とする設計とする。（廃棄④）

排気筒の概略配置

排気筒脚部は燃料加工建屋地上１階床高さにおける
燃料加工建屋のコンクリート基礎部に設置する。（耐
震⑧，竜巻③）

排気筒脚部は燃料加工建屋１階基礎部に設置し、フラ
ンジプレート、リブプレート、ベースプレートおよびアンカ
ーボルトで構成する設計とする。（耐震⑧，竜巻③）

排気筒の構造概要

排気筒の筒身は避雷設備における雷撃の受雷部および引下げ導体
とし，接地線を筒身脚部付近から網状接地極に接続する設計とする。
（外他①）

燃料加工建屋

2階

1階

脚部

筒身（溶接構造）

支持部

補強リング

コンクリート基礎
（燃料加工建屋躯体）

網状接地極

接地線

T.M.S.L +75000(GL +20000)▽

T.M.S.L +56800(GL +1800)▽

排気筒の概略配置

T.M.S.L +29880▽
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筒身は燃料加工建屋建屋外壁における2階床高さから支持をとってお
り，筒身側支持部材は筒身を囲む補強リングに接続する設計とする。（
耐震⑧，竜巻③）

支持部詳細

排気筒は補強リングにより燃料加工建屋外壁に接続
される支持部を排気筒筒身側に接続するための設計
とする。（耐震⑧，竜巻③）

竜巻および地震時における変位によって排気
筒筒身が燃料加工建屋外壁へ接触することの
ないよう，筒身外面から建屋外壁面まで離隔距
離を有する設計とする。（耐震⑧，竜巻③）

排気筒の構造概要
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脚部詳細

アンカーボルトは竜巻・地震に起因する圧縮力，軸力およびせん断
力により脚部損壊に至らないような径，数量とし，排気筒をコンクリー
ト基礎に固定する設計とする。（耐震⑧竜巻③）

フランジプレートは筒身と基礎部を接続するために設置され，
竜巻・地震に起因する曲げモーメントにより，脚部損壊に
至らない厚さに設計する。（耐震⑧竜巻③）

ベースプレートは竜巻・地震に起因する曲げモーメントにより
損壊に至らない厚さに設計する。
（耐震⑧竜巻③）

リブプレートは竜巻・地震により発生する局所的な
曲げモーメントおよび圧縮力により損壊に至らない数量，
厚さに設計する。（耐震⑧竜巻③）

排気筒脚部は燃料加工建屋地上１階床高さにおける燃料加
工建屋のコンクリート基礎部に設置する。
（耐震⑧竜巻③）

排気筒の構造概要
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ダクト，配管及びダンパの構造概要
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丸ダクト・配管
支持構造物

丸ダクト，配管本体

ダクト接続材・補強材

ダクト，配管の構造概要

• 角ダクト及び丸ダクト並びに配管(気体廃棄物の廃棄設備のグローブ
ボックス排気設備)は，鋼製のダクト及び配管を主体構造とし，支持構
造物により建屋内壁，床及び梁等に支持する構造とする。（耐震⑨）

• 気圧差による荷重に対して，角ダクト，丸ダクト及び配管の構造強度
を確保するため，角ダクト，丸ダクト及び配管を構成する鋼板を適切
な厚さを有する構造とするとともに、支持構造物のサポートスパン，補
強材のピッチを適切な間隔に設定する。（竜巻④）

• ダクト及び配管の支持構造物については，標準支持間隔以内で支持
する構造とする。（耐震⑨）

• 核燃料物質等による腐食を防止するため，グローブボックス排気設備
のフィルタユニットより上流のダクト(GB側)は，ステンレス鋼とする 。
（閉込⑥）

• ダクトの材料は，内包する流体を含む使用条件に対し，適切な機械的
強度及び腐食に対する耐環境性を有する材料として炭素鋼又はス
テンレス鋼を使用する。（材構④）

• ダクトの構造は，材料及び構造における設計条件に対し，延性破断
に至る塑性変形が生じないよう設計・建設規格のクラス4管の形状規
定(ダクトの径に応じた必要厚さ)を満足する厚さを有するものを使用
する設計とする。（材構④）

• ダクトに直接溶接される支持構造物は，その破損により当該機器の
損壊を生じさせるおそれがないように，地震荷重に対して十分な強度
を有する取付ボルトを使用する。（耐震⑨材構④）

グローブボックス排気設備

393



45

ダンパの構造概要

• 気圧差による荷重に対して，ダンパの構造強度を確
保するため，ダンパ本体を構成する鋼板，ベーン，シ
ャフトは，適切な厚さを有する構造とする。（竜巻⑤）

• ダンパは接続しているダクト及び配管によって支持さ
れる構造とし、ダクト及ぶ配管は標準支持間隔以内
で支持する構造とする。（耐震⑩）

工程室排気設備（ダンパ）
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ダンパの構造概要

... ... ...

延焼防止ダンパピストンダンパ

.........

注記 ＊：主要材料は弁箱を示す。 注記 ＊2：主要材料はケーシングを示す。

• 核燃料物質等による腐食を防止するため，グローブボックス排気設備のフィルタユニットより上流のダンパ(GB側)は，ステンレス鋼と
する。（閉込⑦）

• ダンパの材料は，内包する流体を含む使用条件に対し，適切な機械的強度及び腐食に対する耐環境性を有する材料としてステンレ
ス鋼を使用する。（材構⑤）

• ダンパの構造としては，内包する流体の性状から主に空気を移送するダクトと同等の厚さを有するものを使用する設計とする。（材
構⑤）

• ダンパは接続しているダクト及び配管によって支持される構造とし、ダクト及ぶ配管は標準支持間隔以内で支持する構造とする。（耐
震⑩）

• 地震時に動的機能維持を要求されるダンパについては，Sクラスの地震力に対して動的機能を維持する設計とする。（耐震⑩）
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

窒素循環ファン
１台予備

選別作業室，
ペレット立会室

粉末調整第１室，粉末調整第２室，
粉末調整第３室，粉末調整第４室，
粉末調整第５室，粉末調整第６室，

粉末調整第７室，粉末一時保管室，
ペレット加工第１室，ペレット一時保管室

ペレット加工第２室，
ペレット加工第３室，
燃料棒加工第１室，

スクラップ処理室，
ペレット・スクラップ貯蔵室，
分析第１室，分析第２室，

分析第３室

送風機
１台予備

給気設備

制御第１室，燃料棒貯蔵室，燃料集合体組立第１室，
燃料集合体貯蔵室，排風機室，廃棄物保管第１室，ウラン貯蔵室，
貯蔵容器搬送用洞道，貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器一時保管室，廊下等

グローブ
ボックス

建屋排風機
１台予備

建屋排気設備

工程室排風機
１台予備

グローブボックス排風機
１台予備

工程室排気設備

グローブボックス排気設備

グローブ
ボックス

排気口

給・排気ライン

凡例

高性能
エアフィルタ

送排風機

外気取入口

排気モニタ

リング設備

バランスダンパ

ダンパ（開）

原料受払室，放管試料前処理室，
放射能測定室，液体廃棄物処理第２室，
ウラン粉末準備室

逆止ダンパ

燃料棒解体室

グローブ
ボックス

グローブ
ボックス（注４）

窒素ガス

グローブ
ボックス

輸送容器保管室，入出庫室，荷卸室，固体廃棄物払出準備室等

オープンポート
ボックス

現場監視第１室等

フード（注１）

（注５）

フード又は
オープンポート
ボックス

(一部窒素ガス)

窒素循環設備

ペレット加工第４室，燃料棒加工第２室，燃料棒加工第３室，
メンテナンス室，液体廃棄物処理第１室，液体廃棄物処理第３室

オープンポート
ボックス（注２）

（注３）

（注６）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

注１ 分析第１室及び分析第２室に設置
注２ 燃料棒加工第１室及び分析第２室に設置
注３ ペレット加工第２室及びスクラップ処理室は２段，ペレット加工第３室及び分析第３室は１段又は２段
注４ 分析第１室及び分析第２室は除く
注５ 燃料棒加工第１室は１段，スクラップ処理室は１段又は２段

注６ 粉末調整第１室，粉末調整第４室，ペレット加工第１室は１段又は２段
注７ バランスダンパ及び逆止ダンパの設置位置及び設置数については，変更し得る
注８ 手動ダンパ
注９ 箱型高性能エアフィルタ
注10 枠型高性能エアフィルタ
注11 箱型高性能エアフィルタ又は枠型高性能エアフィルタ

（注８）

（注９）

（注９）

（注９）

（注11）

（注11）

（注11） （注９）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注11）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注９）

（注９）

（注９）

(注９)(注９)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注９)(注９)

Ｒ
α

Ｒ
α

（注10）

（注10）

（注10）

ダンパ（閉）
（注８）

（注８）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注11）

気体廃棄物の廃棄設備は，建屋排気設備，
工程室排気設備，グローブボックス排気設
備，給気設備，窒素循環設備及び排気筒で
構成する。（廃棄⑤換気④）

排気筒
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

窒素循環ファン
１台予備

選別作業室，
ペレット立会室

粉末調整第１室，粉末調整第２室，
粉末調整第３室，粉末調整第４室，
粉末調整第５室，粉末調整第６室，

粉末調整第７室，粉末一時保管室，
ペレット加工第１室，ペレット一時保管室

ペレット加工第２室，
ペレット加工第３室，
燃料棒加工第１室，

スクラップ処理室，
ペレット・スクラップ貯蔵室，
分析第１室，分析第２室，

分析第３室

送風機
１台予備

給気設備

制御第１室，燃料棒貯蔵室，燃料集合体組立第１室，
燃料集合体貯蔵室，排風機室，廃棄物保管第１室，ウラン貯蔵室，
貯蔵容器搬送用洞道，貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器一時保管室，廊下等

グローブ
ボックス

建屋排風機
１台予備

建屋排気設備

工程室排風機
１台予備

グローブボックス排風機
１台予備

工程室排気設備

グローブボックス排気設備

グローブ
ボックス

排気口

給・排気ライン

凡例

高性能
エアフィルタ

送排風機

外気取入口

排気モニタ

リング設備

バランスダンパ

ダンパ（開）

原料受払室，放管試料前処理室，
放射能測定室，液体廃棄物処理第２室，
ウラン粉末準備室

逆止ダンパ

燃料棒解体室

グローブ
ボックス

グローブ
ボックス（注４）

窒素ガス

グローブ
ボックス

輸送容器保管室，入出庫室，荷卸室，固体廃棄物払出準備室等

オープンポート
ボックス

現場監視第１室等

フード（注１）

（注５）

フード又は
オープンポート
ボックス

(一部窒素ガス)

窒素循環設備

ペレット加工第４室，燃料棒加工第２室，燃料棒加工第３室，
メンテナンス室，液体廃棄物処理第１室，液体廃棄物処理第３室

オープンポート
ボックス（注２）

（注３）

（注６）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

注１ 分析第１室及び分析第２室に設置
注２ 燃料棒加工第１室及び分析第２室に設置
注３ ペレット加工第２室及びスクラップ処理室は２段，ペレット加工第３室及び分析第３室は１段又は２段
注４ 分析第１室及び分析第２室は除く
注５ 燃料棒加工第１室は１段，スクラップ処理室は１段又は２段

注６ 粉末調整第１室，粉末調整第４室，ペレット加工第１室は１段又は２段
注７ バランスダンパ及び逆止ダンパの設置位置及び設置数については，変更し得る
注８ 手動ダンパ
注９ 箱型高性能エアフィルタ
注10 枠型高性能エアフィルタ
注11 箱型高性能エアフィルタ又は枠型高性能エアフィルタ

（注８）

（注９）

（注９）

（注９）

（注11）

（注11）

（注11） （注９）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注11）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注９）

（注９）

（注９）

(注９)(注９)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注９)(注９)

Ｒ
α

Ｒ
α

（注10）

（注10）

（注10）

ダンパ（閉）
（注８）

（注８）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注11）

建屋排気設備は，建屋排気ダ
クト，建屋排気フィルタユニット
及び建屋排風機で構成する。(
オレンジ線)（廃棄⑤）

建屋排風機

建屋排気フィルタ
ユニット

建屋排気ダクト

工程室排気設備は，工程室排気ダ
クト，工程室排気フィルタユニット，
工程室排風機及び工程室排風機
入口手動ダンパ(外部放出抑制設
備と兼用)で構成する。工程室排気
設備のうち，工程室排風機入口手
動ダンパを2基設置する設計とする
。(青線部)（廃棄⑤）

グローブボックス排気設備は，グロ
ーブボックス排気ダクト，グローブ
ボックス給気フィルタ，グローブボッ
クス排気フィルタ，グローブボックス
排気フィルタユニット，グローブボッ
クス排風機及びグローブボックス排
風機入口手動ダンパ(外部放出抑
制設備で兼用)で構成する。グロー
ブボックス排気設備のうち，グロー
ブボックス排風機入口手動ダンパ
を2基設置する設計とする。(ピンク
線部)（廃棄⑤ ）

工程室排風機

工程室排風機
入口手動ダンパ

工程室排気
フィルタユニット

グローブボックス
排風機

グローブボックス排風機
入口手動ダンパ

グローブボックス排気
フィルタユニット

グローブボックス
排気フィルタ

グローブボックス
給気フィルタ

グローブボックス
排気ダクト

398



50

気体廃棄設備に係る系統設計の概要

制御第１室，燃料棒貯蔵室，燃料集合体組立第１室，
燃料集合体貯蔵室，排風機室，廃棄物保管第１室，ウラン貯蔵室，
貯蔵容器搬送用洞道，貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器一時保管室，廊下等

建屋排風機
１台予備

建屋排気設備

排気口

原料受払室，放管試料前処理室，
放射能測定室，液体廃棄物処理第２室，
ウラン粉末準備室

輸送容器保管室，入出庫室，荷卸室，固体廃棄物払出準備室等

現場監視第１室等

フード又は
オープンポート

ペレット加工第４室，燃料棒加工第２室，燃料棒加工第３室，
メンテナンス室，液体廃棄物処理第１室，液体廃棄物処理第３室

（注７）

（注７）

(注10)(注10)

(注10)(注10)

Ｒ
α

（注８）

（注11）

ダンパ（開）

建屋排気設備は，共用する貯蔵容器搬送用洞
道のMOX燃料加工施設境界の扉の開放時に
，貯蔵容器搬送用洞道内を負圧に維持できる
設計とする。（廃棄⑤）

※

※

※ 扉は同時開放しない設計とする。
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

窒素循環ファン
１台予備

選別作業室，
ペレット立会室

粉末調整第１室，粉末調整第２室，
粉末調整第３室，粉末調整第４室，
粉末調整第５室，粉末調整第６室，

粉末調整第７室，粉末一時保管室，
ペレット加工第１室，ペレット一時保管室

ペレット加工第２室，
ペレット加工第３室，
燃料棒加工第１室，

スクラップ処理室，
ペレット・スクラップ貯蔵室，
分析第１室，分析第２室，

分析第３室

送風機
１台予備

給気設備

制御第１室，燃料棒貯蔵室，燃料集合体組立第１室，
燃料集合体貯蔵室，排風機室，廃棄物保管第１室，ウラン貯蔵室，
貯蔵容器搬送用洞道，貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器一時保管室，廊下等

グローブ
ボックス

建屋排風機
１台予備

建屋排気設備

工程室排風機
１台予備

グローブボックス排風機
１台予備

工程室排気設備

グローブボックス排気設備

グローブ
ボックス

排気口

給・排気ライン

凡例

高性能
エアフィルタ

送排風機

外気取入口

排気モニタ

リング設備

バランスダンパ

ダンパ（開）

原料受払室，放管試料前処理室，
放射能測定室，液体廃棄物処理第２室，
ウラン粉末準備室

逆止ダンパ

燃料棒解体室

グローブ
ボックス

グローブ
ボックス（注４）

窒素ガス

グローブ
ボックス

輸送容器保管室，入出庫室，荷卸室，固体廃棄物払出準備室等

オープンポート
ボックス

現場監視第１室等

フード（注１）

（注５）

フード又は
オープンポート
ボックス

(一部窒素ガス)

窒素循環設備

ペレット加工第４室，燃料棒加工第２室，燃料棒加工第３室，
メンテナンス室，液体廃棄物処理第１室，液体廃棄物処理第３室

オープンポート
ボックス（注２）

（注３）

（注６）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

注１ 分析第１室及び分析第２室に設置
注２ 燃料棒加工第１室及び分析第２室に設置
注３ ペレット加工第２室及びスクラップ処理室は２段，ペレット加工第３室及び分析第３室は１段又は２段
注４ 分析第１室及び分析第２室は除く
注５ 燃料棒加工第１室は１段，スクラップ処理室は１段又は２段

注６ 粉末調整第１室，粉末調整第４室，ペレット加工第１室は１段又は２段
注７ バランスダンパ及び逆止ダンパの設置位置及び設置数については，変更し得る
注８ 手動ダンパ
注９ 箱型高性能エアフィルタ
注10 枠型高性能エアフィルタ
注11 箱型高性能エアフィルタ又は枠型高性能エアフィルタ

（注８）

（注９）

（注９）

（注９）

（注11）

（注11）

（注11） （注９）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注11）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注９）

（注９）

（注９）

(注９)(注９)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注９)(注９)

Ｒ
α

Ｒ
α

（注10）

（注10）

（注10）

ダンパ（閉）
（注８）

（注８）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注11）

排気中の核燃料物質等を除去するた
め，必要な捕集効率を有する高性能
エアフィルタを複数段設ける。（閉込
⑧，廃棄④，換気④）

核燃料物質等の逆流による核燃
料物質等の拡散を防止するため
，排風機及び逆止ダンパを設け
る。（閉込⑧，廃棄⑤，換気④ ）

燃料加工建屋，工
程室及びグローブ
ボックス等の負圧
維持に必要な排気
量を担保するため
，建屋排風機を2
台(予備1台)，工程
室排風機を1台(予
備1台)及びグロー
ブボックス排風機
を1台(予備1台)設
ける。 （閉込⑧，廃
棄④，換気④）

グローブボックスは、グローブボ
ックス排気設備によりグローブ1
個が破損した場合においても，グ
ローブポート開口部における空
気流入風速を0.5m/s以上に維持
する設計とする。（閉込⑧，廃棄
⑤）

オープンポートボ
ックス及びフード
は、グローブボッ
クス排気設備に
より開口部から
の空気流入風速
を0.5m/s以上に
維持する設計と
する。（閉込⑧，
廃棄⑤）
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

窒素循環ファン
１台予備

選別作業室，
ペレット立会室

粉末調整第１室，粉末調整第２室，
粉末調整第３室，粉末調整第４室，
粉末調整第５室，粉末調整第６室，

粉末調整第７室，粉末一時保管室，
ペレット加工第１室，ペレット一時保管室

ペレット加工第２室，
ペレット加工第３室，
燃料棒加工第１室，

スクラップ処理室，
ペレット・スクラップ貯蔵室，
分析第１室，分析第２室，

分析第３室

送風機
１台予備

給気設備

制御第１室，燃料棒貯蔵室，燃料集合体組立第１室，
燃料集合体貯蔵室，排風機室，廃棄物保管第１室，ウラン貯蔵室，
貯蔵容器搬送用洞道，貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器一時保管室，廊下等

グローブ
ボックス

建屋排風機
１台予備

建屋排気設備

工程室排風機
１台予備

グローブボックス排風機
１台予備

工程室排気設備

グローブボックス排気設備

グローブ
ボックス

排気口

給・排気ライン

凡例

高性能
エアフィルタ

送排風機

外気取入口

排気モニタ

リング設備

バランスダンパ

ダンパ（開）

原料受払室，放管試料前処理室，
放射能測定室，液体廃棄物処理第２室，
ウラン粉末準備室

逆止ダンパ

燃料棒解体室

グローブ
ボックス

グローブ
ボックス（注４）

窒素ガス

グローブ
ボックス

輸送容器保管室，入出庫室，荷卸室，固体廃棄物払出準備室等

オープンポート
ボックス

現場監視第１室等

フード（注１）

（注５）

フード又は
オープンポート
ボックス

(一部窒素ガス)

窒素循環設備

ペレット加工第４室，燃料棒加工第２室，燃料棒加工第３室，
メンテナンス室，液体廃棄物処理第１室，液体廃棄物処理第３室

オープンポート
ボックス（注２）

（注３）

（注６）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

（注７）

注１ 分析第１室及び分析第２室に設置
注２ 燃料棒加工第１室及び分析第２室に設置
注３ ペレット加工第２室及びスクラップ処理室は２段，ペレット加工第３室及び分析第３室は１段又は２段
注４ 分析第１室及び分析第２室は除く
注５ 燃料棒加工第１室は１段，スクラップ処理室は１段又は２段

注６ 粉末調整第１室，粉末調整第４室，ペレット加工第１室は１段又は２段
注７ バランスダンパ及び逆止ダンパの設置位置及び設置数については，変更し得る
注８ 手動ダンパ
注９ 箱型高性能エアフィルタ
注10 枠型高性能エアフィルタ
注11 箱型高性能エアフィルタ又は枠型高性能エアフィルタ

（注８）

（注９）

（注９）

（注９）

（注11）

（注11）

（注11） （注９）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注７）

（注11）

（注11）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注９）

（注９）

（注９）

(注９)(注９)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注10)(注10)

(注９)(注９)

Ｒ
α

Ｒ
α

（注10）

（注10）

（注10）

ダンパ（閉）
（注８）

（注８）

窒素循環時閉

（空気流入時）

（注11）

（注11）

「貯蔵容器一時保管設備」を設置

「粉末一時保管設備」
を設置

「ペレット一時保管設備」を
設置

「燃料棒貯蔵設備」を設置「燃料集合体貯蔵設備」を設置

「原料MOX粉末缶一時
保管設備」を設置

「製品ペレット貯蔵設備」を設置

「スクラップ貯蔵設備」を設置

建屋排気設備は，
貯蔵容器一時保
管設備，燃料棒貯
蔵設備及び燃料
集合体貯蔵設備
に貯蔵する核燃料
物質等から発生す
る崩壊熱を除去す
るため，換気する
ことにより適切に
冷却できる設計と
する。（廃棄⑤貯
蔵①）

グローブボックス
排気設備は，原料
MOX粉末缶一時
保管設備，粉末一
時保管設備，ペレ
ット一時保管設備
，スクラップ貯蔵設
備及び製品ペレッ
ト貯蔵設備に貯蔵
する核燃料物質
等から発生する崩
壊熱を除去するた
め，換気により冷
却できる設計とす
る。（廃棄⑤貯蔵
① ）
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

注記：
F-〇〇〇（〇は数字）は
高性能エアフィルタを示す

核燃料物質等の漏えいを防止するため，排気ダクトはフランジ
又は溶接で接続する構造とし，高性能エアフィルタを設ける。
（換気④）

ダクト及びダンパのフランジ接続
溶接による排気ダクトの接続及び高性能エアフィルタの設置

（地下1階 主配管（グローブボックス排気系）の抜粋）
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気体廃棄物の廃棄設備は，排気筒において事業(変更)許可に示す廃棄物
を処理するために必要な排気能力（約32万m3/h）を有する設計とする。（廃
棄⑤）

気体廃棄設備に係る系統設計の概要

排気筒へ

合
流
点

事業(変更)許可 添五抜粋

MOX燃料加工施設から周辺環境へ放射性気体廃棄物を放出する排
気筒には，MOX燃料加工施設外への核燃料物質等の漏えいを検知
できるよう，排気モニタ（後次回申請）を設置する。（廃棄⑤）403
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高性能エアフィルタに対し試験及び検査を行うため，必
要に応じて差圧計を設けることが可能な設計とする。
（廃棄⑤）

気体廃棄設備に係る系統設計の概要
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

• 窒素循環冷却機，窒素循環ファン及び窒素循環ダクトにより窒素雰囲気型グローブボックス（窒素循環型）内の窒素を冷却し循環させ
る設計とする。（青線部）（廃棄⑤，換気④）

• 外部電源喪失時は，窒素循環ファン及び窒素循環冷却機が停止するが，グローブボックス排風機により，グローブボックス内を負圧に
維持する設計とする。（赤線部）（廃棄⑤，換気④）

窒素循環
冷却機

給気設備は，
燃料加工建屋
屋上の外気取
入口から外気
を取り入れ，取
り入れた空気
中の塵埃を給
気フィルタユニ
ットによって除
去した後に，必
要に応じて温
度又は湿度を
調整した後，燃
料加工建屋の
管理区域に供
給する設計と
する。（廃棄⑤
換気④）
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要

各部屋へ

各部屋へ

各部屋へ

各部屋へ

給気口

給気口

給気口

F-121
給気フィルタ
ユニットA

F-122
給気フィルタ
ユニットB

F-123
給気フィルタ
ユニットC

K-101
送風機A

K-102
送風機B

K-103
送風機C

CH

W

H

C

CH

W

H

C

CH

W

H

C

H

C

D

S

H

C

D

S

H

C

D

S

C-151
C1,C2系コイルユニット

C-152
冷却コイルユニット

C-153
加湿系コイルユニット

C-154
C3系コイルユニット

CH

W

CH

W

H

C

D

S

加熱コイル

プレフィルタ

除塩フィルタ

高性能エアフィルタ

冷却コイル

加湿器

外部事象防護対象施設は，塩
害に対し，気体廃棄物の廃棄
設備等の給気系に除塩フィル
タを設置する。（外他②）

建屋内部及び設備内部に降下火砕物が侵入し
難い設計とするため，降下火砕物を含む空気の
流路となる降下火砕物防護対象施設である非常
用所内電源設備の非常用発電機の給気系統等
にフィルタを設置する。（火山①）

外部火災の二次的影響で
あるばい煙による影響に
対しては，一定以上の粒
径のばい煙粒子を捕獲す
るフィルタを給気設備に設
置する。（外火①）
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気体廃棄設備に係る系統設計の概要（火災防護）

・・・火災区域

・・・給気ライン

・・・排気ライン

・・・高性能エアフィルタ

安全上重要な施設のグローブボックスに
対して固定式のガス消火装置であるグロ
ーブボックス消火装置を設置するが，そ
の消火の支援機能として以下のダンパを
設置する設計とする。 （火防②）
• グローブボックスの給排気系には，ガ

ス消火装置によって自動閉止するピス
トンダンパを設置する。

• 消火ガス放出後に駆動設備からのガ
ス供給により閉止する延焼防止ダン
パを設置する。

他の火災区域からの火災及び爆発の影
響が及ばない設計とするため，火災区域
境界の換気ダクトにおいては，3時間耐
火性能を有する延焼防止ダンパを設置
する。（火防②）

耐火壁を貫通するダクトについては，鋼
板ダクトとすることにより，3時間耐火境界
となるよう排気系統を形成する設計とす
る。 （火防②）
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グローブボックス間を接続するベローズについて 

 

１．はじめに 

 MOX燃料加工施設では、工程ごとにグローブボックスを設け、工程の流れに応

じてグローブボックスからグローブボックスに製品を移動させて MOX 燃料を製

造していく。このため、複数のグローブボックスを接続する必要があるが、グロ

ーブボックスには閉じ込め機能を確保し負圧を維持する必要があることから、

グローブボックスとグローブボックスの接続箇所は、伸縮継手（以下、「ベロー

ズ」という）によって接続する設計としている。 

このベローズの扱いについて、以下のとおり考え方を整理した。 

 

２．ベローズの位置付け 

（１）ベローズの設置目的 

   ベローズは、複数のグローブボックスが接続された状態で閉じ込め機能

を確保することを目的に設置しており、隣接するグローブボックスとグロ

ーブボックスとの間を連結するように設けている。 

   グローブボックス間を接続するベローズは、添付－１３のグローブボッ

クスの構造概要（密閉構造）の伸縮継手（ベローズ）に示す通りである。 

 

（２）ベローズに対する要求事項 

   上記（１）に示す目的を達成するために、ベローズは、部材に破断や欠損

が生じることがなく、変形した場合であっても損傷せず連続した形状を維

持することが必要である。 

 

（３）ベローズの設置方法 

   ベローズは、グローブボックス本体に設けられた開口部に、開口部を内側

に囲むように設置され、グローブボックス本体にボルトで固定されている。

グローブボックスとベローズの間にはガスケットがあり、ボルトで締める

ことにより閉じ込め機能を確保している。 

 

（４）ベローズの設計 

   ベローズは金属ベローズとすることで、閉じ込め機能を確保する設計と

している。また、ベローズは接続するグローブボックスのみと取り合いを有

する構造となっており、他への影響を考慮する必要はない。 

   このような構造から、ベローズはグローブボックスを構成する部材とし

て閉じ込め機能を確保できるよう設計する。 

添付－１３別紙 
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   ベローズに想定される損傷モードは、圧力による損傷及び取り合いを有

するグローブボックスの変位による損傷である。圧力による損傷について

は、ベローズの内部が負圧になっていることから、内外圧力の差によりベロ

ーズが損傷することが想定される。また、グローブボックスの変位による損

傷については、地震によってグローブボックスが変位し、それによってベロ

ーズに過大な変位が生じることで、ベローズに亀裂が発生することが想定

される。 

   これを踏まえ、ベローズに生じる圧力差に対して必要な板厚を有する設

計とするとともに、地震時にグローブボックスに生じる変位量を確認し、そ

の変位量を上回る許容変位量を有するベローズを設置することで、閉じ込

め機能が確保できる設計とする。 

ベローズは、その形状に応じて、日本産業規格（JIS）の「JIS B 2352 ベ

ローズ形伸縮管継手」又は米国伸縮継手製造協会（EJMA）の「STANDARDS OF 

THE EXPANSION JOINT MANUFACTURES ASSOCIATION, INC.」を準用して設計

する。当該 JIS及び EJMA規格においてベローズの強度評価基準についても

定められており、ベローズに生じる圧力差及びグローブボックスに生じる

変位量に対し健全性が確保できるベローズを設置する。 

 

３．第三回申請との取り合いの考慮 

MOX燃料加工施設に設置するグローブボックスについては、新規制基準を受け

た設工認の第２回と第３回に分けて申請する計画である。ベローズは、２．に示

すとおり、閉じ込め機能を確保するためにグローブボックスを構成するものと

して設置するものであり、他との取り合いを有しないことから、ベローズで接続

されるグローブボックスの申請回次が異なっても、各申請回次の対象となるグ

ローブボックスの設計方針を、それぞれの申請回次において確認することが可

能である。 

設工認における具体的な対応箇所は以下の通りであり、基本設計方針のとお

りの設計となっていることを以下の表１に示す。 

 

表１ 閉じ込めの機能（加工施設技術基準第十条）の基本設計方針 

基本設計方針（関係個所抜粋） ベローズ設計 

(1)閉じ込めに係る基本方針 

安全機能を有する施設は，放射性物

質を限定された区域に適切に閉じ込

める設計とする。 

核燃料物質及び核燃料物質によっ

ベローズはグローブボックスを構

成する部材として設計し、グローブボ

ックス間を接続することで、核燃料物

質等をグローブボックスで取り扱う

設計となっており、基本設計方針の内
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て汚染された物(以下「核燃料物質等」

という。)は，混合酸化物貯蔵容器，

燃料棒等に封入した状態で取り扱う

か，MOX 粉末，グリーンペレット，ペ

レットについてはグローブボックス

又はグローブボックスと同等の閉じ

込め機能を有する焼結炉，スタック乾

燥装置及び小規模焼結処理装置(以下

「グローブボックス等」という。)で，

ウラン粉末は取扱量，取扱形態に応じ

てグローブボックス又はオープンポ

ートボックスで，放射性廃棄物のサン

プリング試料等の汚染のおそれのあ

る物品はフードで取り扱う設計とす

る。 

 

容を満足している。 

 

(2)グローブボックス等の閉じ込めに

係る設計方針 

 グローブボックス等は，グローブボ

ックス排気設備により負圧に維持し，

オープンポートボックス及びフード

は，グローブボックス排気設備により

開口部からの空気流入風速を確保す

る設計とする。また，グローブボック

スは，グローブ１個が破損した場合で

もグローブポートの開口部における

空気流入風速を設定値以上に維持す

る設計とする。 

グローブボックスは，給気口及び排 

気口を除き密閉できる設計とする。 

（以下略） 

 

 ベローズは開口部を有しておらず、

グローブボックスとボルトで締結す

ることにより閉じ込め機能を確保す

る設計としていることから、密閉でき

る構造であるとともに、流入風速の考

慮は不要な構造である。 

 

(3)核燃料物質等の漏えいに対する措

置等に係る設計方針 

核燃料物質等を限定された区域に

適切に閉じ込めるため，核燃料物質等

ベローズはグローブボックス本体

と同じステンレス鋼とすることによ

り、腐食の発生を防止するとともに、

地震時の変位を考慮しても、ベローズ
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の漏えいに対する措置等として，以下

の設計を講じる。 

(a)核燃料物質等を取り扱う設備は，

内包する物質の種類に応じて適切な

腐食対策を講じる設計とする。 

（中略） 

(e)MOX 粉末を取り扱うグローブボッ

クスを循環する経路は，MOX 粉末の漏

えいを防止するため，地震に対して経

路が維持できる設計とする。 

 

が伸縮することにより閉じ込め機能

が確保される設計としており、基本設

計方針の内容を満足している。 

 

(4)核燃料物質等の漏えい拡大防止に

係る設計方針 

（略） 

 

核燃料物質等が漏えいした場合の

設計方針であり、グローブボックスの

閉じ込め機能が喪失した場合に対す

る考慮であることから、本事項に関し

てベローズへの設計要求事項はない。 

 

(5)その他の閉じ込めに係る設計方針 

（略） 

 

排風機及びフィルタの設計に関す

る内容であり、ベローズへの設計要求

事項はない。 

 

 

以上 
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申請対象設備と PP 及び SG 設備との相互影響を考慮した設計について 

 

1. 概要 

MOX 燃料加工施設には，安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備以外に設置する

必要のある機器等として，「核燃料物質の加工の事業に関する規則」に基づく核物質防護

上の設備，日・IAEA 保障措置協定及び原子炉等規制法に基づく保障措置上の設備並びに

施設における保安活動等の運用において設置する必要のある資機材等がある。 

第 1 回設工認申請において，「安全機能を有する施設（重大事故等対処設備）並びに核

物質防護及び保障措置の設備は，設備間において相互影響を考慮した設計とする。」とし

た。 

第 2 回設工認申請での申請対象設備は，核物質防護上の設備（以下，「PP 設備という」）

及び保障措置上の設備（以下，「SG 設備」という）との相互影響を考慮する必要があるこ

とから，上述の設計方針が適切に展開されていることを示す。 

 

2. 第 2 回申請対象設備と PP 設備及び SG 設備との相互影響の考慮 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備との相互影響を確認するため，第 2回設

工認申請での申請対象設備と関係する PP 設備及び SG 設備を，配置情報等を基に網羅的

に抽出するとともに，技術基準規則の条文ごとに考慮すべき事項及び考慮すべき事項を

踏まえた設計方針を整理することにより，相互影響を考慮した設計であることを示す。 

第１表に安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備とPP設備及びSG設備の相互影

響の考慮に係る設計方針について示す。 

第１表を踏まえ，以下の観点について，相互影響について確認する。 

 

＜第 5条，第 6条，第 26 条，第 27 条＞ 

・安全機能を有する施設と一体になって設置されるPP設備及びSG設備について抽出し，

耐震設計について確認する。 

・上位クラス施設の周辺に波及的影響を及ぼすおそれのある PP 設備及び SG 設備を抽出

し，耐震設計を確認する。 

＜第 10 条＞ 

・MOX 粉末を取り扱う GB 近傍に設置される PP 設備及び SG 設備のうち，重量物となるも

のを抽出し，耐震設計について確認する。 

＜第 11 条＞ 

・第 2 回申請対象設備の周辺に設置される PP 設備及び SG 設備を抽出し，火災による影

響を防止するための設計について確認する。 
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＜第 14 条＞ 

・安全機能を有する施設等と一体となって設置されている設備，PP 設備及び SG 設備の機

器が周辺に設置されている安全機能を有する施設等における相互影響（メンテナンス

時の考慮，運転時の考慮）について確認する。 

＜第 24 条，第 36 条＞ 

・SG 設備，PP 設備のメンテナンス等を踏まえた電源の確保について確認する。 

なお，電源設備については第 3回申請対象設備にて説明する。 

＜第 30 条＞ 

・重大事故等対処設備の周辺の PP 設備及び SG 設備を抽出し，重大事故等対処設備に波

及的影響を及ぼすおそれの有無を確認する。 

・アクセスルート周辺の PP 設備及び SG 設備を抽出し，重大事故等対処設備の操作等に

影響を及ぼすおそれの有無を確認する。 

 

2.1 相互影響の確認 

燃料加工建屋に設置する PP 設備及び SG 設備の設置場所を「別添-1 PP 設備の設置場

所について」及び「別添-2 SG 設備の設置場所について」に示す。 

なお，PP 設備及び SG 設備として設置する 等は，設置場所及びその周辺の

機器配置や施工状況を踏まえて設置場所を確定させることから，設置するエリアを「別

添-3 燃料加工建屋における PP 設備及び SG 設備の の設置エリア」に示す。 

別添-1 から 3の PP 設備及び SG 設備の設置場所を踏まえ，第 2回申請対象設備の周辺

に設置される PP 設備及び SG 設備を抽出し，相互影響を確認した結果を「別添-4 第 2

回申請対象設備と PP 設備及び SG 設備の相互影響の考慮」に示す。第 2回申請対象設備

の周辺に設置される PP 設備及び SG 設備の詳細については，別紙-4 の補足にて示す。 

 

別添-4 に示すとおり，第 2回申請対象設備と PP 設備及び SG 設備は相互影響を考慮し

た設計としている。 
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第1表 技術基準規則における安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備とPP設備及びSG設備の相互影響の考慮に係る設計⽅針

技術基準規則条⽂
設計上の考慮が

必要な条⽂
核物質防護，保障措置の設備等（以下「PP・SG設備」という。）における設計上の

考慮の検討内容
設計⽅針 具体的な設計⽅針

第２回申請対象設備とPP設備及びSG設備の
相互影響の確認

第４条（核燃料物質の臨界防⽌） 不要
核燃料物質の臨界防⽌のための，⼯程，取り扱う核燃料物質，設備・機器の形状等
の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第５条（安全機能を有する地盤） 要
安全機能を有する施設を設置する地盤の設計⽅針である。PP・SG設備に対する設計
上の考慮は第6条側で整理する。

第６条（地震による損傷の防⽌） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要（第5条含
む）。
・（安全機能を有する施設と⼀体となって設置されるPP・SG設備は）安全機能を
有する施設の耐震重要度に応じた設計とする。
・耐震重要施設に対して波及的影響を及ぼさない設計とする。

第26条（重⼤事故等対処施設の地
盤）

要
重⼤事故等対処施設を設置する地盤の設計⽅針である。PP・SG設備に対する設計上
の考慮は再処理施設については第33条、加⼯施設については第27条側で整理する。

第27条（地震による損傷の防⽌） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要（再処理第
32条、加⼯第26条含む）。
・（重⼤事故等対処設備と⼀体となって設置されるPP・SG設備は）重⼤事故等対
処設備の耐震設計に応じた設計とする。
・PP・SG設備の倒壊等により安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備に波
及的影響を与えない設計とする。（再処理第6条，加⼯第6条と同様）。

第７条（津波による損傷の防⽌） 不要
津波により設備が損壊することによる波及的影響を考慮する必要があるが，設置す
る敷地に津波が到達しない評価結果となっていることから，PP・SG設備に対する設
計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

i. 降⽔
基本設計⽅針では，外部事象防護対象施設は，敷地付近の気象観測所での観測記
録を考慮して，降⽔量を設定し，降⽔による浸⽔に対し，排⽔溝及び敷地内排⽔
路によって敷地外へ排⽔するとともに，外部事象防護対象施設を収納する建屋の
貫通部の⽌⽔処理をすること等により，⾬⽔が当該建屋に浸⼊することを防⽌す
ることで，安全機能を損なわない設計とする。
屋外に設置する核物質防護，保障措置の設備等のうち，広範囲に繋がって設置す
るフェンス等については，降⾬の排⽔に対して影響を及ぼさない設計とする。

（具体的な設計⽅針）
・ 屋外に設置する核物質防護，保障措置の設備等は，⾬⽔等を敷地外に排⽔する機能，性
能に影響しないことを考慮した設計とする。（排⽔を妨げないもの）（ⅰ-①）

・対象なし

ii. 落雷
基本設計⽅針では，落雷防護対象施設及び重⼤事故等対処設備は，直撃雷及び間
接雷に対して防護する設計とするとしている。
上記を踏まえ，落雷防護対象施設等ではないものの，核物質防護，保障措置の設
備等は，直撃雷及び間接雷に対して，基本設計⽅針を踏まえた設計とする。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，直撃雷に対しては，避雷設備の設置及び接地系との
連接を⾏う設計とする。間接雷については光伝送ケーブルを設置する設計とする。（再：
ⅰ-①〜ⅱ-⑤）

・対象なし

( )⻯巻
基本設計⽅針では，安全上重要な機能を有する構築物，系統及び機器を設計⻯巻
から防護する設計とすること，⾶来物の衝撃荷重として，事業許可(変更許可)を受
けた設計⾶来物である鋼製材(⻑さ4.2m×幅0.3m×奥⾏き0.2m，質量135kg，最⼤
⽔平速度51m/s，最⼤鉛直速度34m/s)が衝突する場合の荷重を設定すること及び
鋼製材よりも運動エネルギ⼜は貫通⼒が⼤きくなる資機材等は，設置場所及び障
害物の有無を考慮し，固定，固縛，建屋収納⼜は撤去並びに⾞両の⼊構管理及び
退避を実施することにより，⾶来物とならない設計とするとしている。
屋外に設置する核物質防護，保障措置の設備等は，設計⾶来物の衝撃荷重以下の
もの及び設計⾶来物の衝撃荷重以上のものが混在する。そのため，設計⾶来物の
衝撃荷重以上となる設備等は，固定，固縛等により⾶来物とならない設計とす
る。

（具体的な設計⽅針）
・ 設計⾶来物の衝撃荷重以上となる核物質防護，保障措置の設備等は，⻯巻により⾶来物
とならない設計とする（⾵圧⼒が軽減される構造にすること，⾵圧⼒に耐えられる構造
（⾵圧⼒を考慮した適切な⼤きさのボルトによる固定）にする）。（ⅰ-①，ⅰ-②）

・対象なし

(c)外部⽕災
基本設計⽅針では，外部⽕災から防護する施設を防⽕帯の設置，離隔距離の確
保，建屋による防護等により，外部⽕災に対して安全機能を損なわない設計とす
ること，防⽕帯は延焼防⽌機能を損なわない設計（防⽕帯に可燃物を含む機器等
を設置する場合には，必要最⼩限とするとともに，不燃性シートで覆う等の対策
を実施）としている。
屋外に設置する核物質防護，保障措置の設備等の⼀部は，防⽕帯を横断し設置す
ることから，上記の基本設計⽅針を踏まえた設計とする。

（具体的な設計⽅針）
・ 防⽕帯上を横断して核物質防護，保障措置の設備等を設置する場合は，延焼防⽌機能を
損なわないよう，不燃性材料で構成（不燃性シートで覆う等の対策を含む）する設計とす
る。（ⅰ-①，ⅰ-②）

・対象なし

(d)⽕⼭
基本設計⽅針では，降下⽕砕物による荷重により安全機能を損なわないよう機械
的強度を有する設計とすることとしている。また，⽕⼭と同時に発⽣し得る⾃然
現象による荷重については，⽕⼭と同時に発⽣し得る⾃然現象が与える影響を踏
まえた検討により，⾵(台⾵)及び積雪による荷重を考慮することとしている。
上記を踏まえ，降下⽕砕物から防護すべき設備に該当しないが，屋外に設置する
核物質防護，保障措置の設備等に対して，降下⽕砕物の荷重により機能を損なわ
ないことを考慮した設計とする。

（具体的な設計⽅針）
・ 屋外に設置する核物質防護，保障措置の設備等は，降下⽕砕物等による荷重に対して，
機械的強度を有する設計，若しくは降下⽕砕物の荷重の影響を受けにくい構造等（積雪や
降灰が堆積する⾯積を極⼒⼩さくする）とする。（ⅰ-①，ⅰ-②）

・対象なし

・安全機能を有する施設等と⼀体になって設置されるPP設
備，SG設備について抽出し，耐震設計について確認する。

・上位クラス施設の周辺に波及的影響を及ぼすおそれのあ
るPP設備，SG設備を抽出し，耐震設計を確認する。

耐震重要施設及び常設耐震重要重⼤事故等対処設備が設置される重⼤事故等対処
設備（以下「上位クラス施設」という。）は，下位のクラスの耐震設計に属する
施設（以下「下位クラス施設」という。）の波及的影響によって，必要な機能が
損なわないこととしている。
核物質防護，保障措置の設備等は，上記の下位クラス施設相当とし，下位クラス
の安全機能を有する施設同様に，上位クラス施設に対し倒壊等によって波及的影
響を与えないように設計する。

（具体的な設計⽅針）
・ 安全機能を有する施設と⼀体となって設置される核物質防護，保障措置の設備等は，安
全機能を有する施設の耐震重要度に応じた設計とする。（ⅱ-④）

・ 核物質防護，保障措置の設備等は，上位クラス施設に対して波及的影響を及ぼさない設
計とする（離隔距離の確保，固定による落下防⽌，転倒防⽌等）。（ⅰ-①〜ⅱ-⑤）

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・PP・SG設備が外部からの衝撃（外部⽕災，⻯巻，⽕⼭（積雪を含む），降⽔，
落雷）の影響による損傷等により安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備
に波及的影響を及ぼさない設計とする。
・施設外排⽔路内に設置するPP設備は，排⽔量への影響を考慮した設計とする。

要第８条（外部からの衝撃による損
傷の防⽌）
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第1表 技術基準規則における安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備とPP設備及びSG設備の相互影響の考慮に係る設計⽅針

技術基準規則条⽂
設計上の考慮が

必要な条⽂
核物質防護，保障措置の設備等（以下「PP・SG設備」という。）における設計上の

考慮の検討内容
設計⽅針 具体的な設計⽅針

第２回申請対象設備とPP設備及びSG設備の
相互影響の確認

第９条（加⼯施設への⼈の不法な
侵⼊等の防⽌）

要
・再処理施設及び加⼯施設への⼈の不法な侵⼊等の防⽌に係る設備としてPP設備の
設計を実施するため，設計上の考慮が必要。

c. 再処理施設及び加⼯施設への⼈の不法な侵⼊等の防⽌
 基本設計⽅針では，再処理施設及び加⼯施設への⼈の不法な侵⼊等の防⽌のた
めに区域の設定，⼈の容易な侵⼊を防⽌できる柵等による防護，巡視，監視，出
⼊⼝での⾝分確認及び施錠管理を⾏うことができる設計とすること，核物質防護
上の措置が必要な区域においては，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視す
ることができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及
び連絡を⾏う設計とするとしている。また，防護された区域内においても，施錠
管理により，再処理施設，MOX燃料加⼯施設等の防護のために必要な設備⼜は装
置の操作に係る情報システム（以下「情報システム」という。）への不法な接近
を防⽌する設計とすること，不正な爆発性⼜は易燃性を有する物件等の持込みを
防⽌するため，持込点検を⾏うことができる設計とすること，不正アクセス⾏為
（サイバーテロを含む。）を防⽌するため，情報システムに対する外部からの不
正アクセスを遮断することができる設計とすることとしている。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護の設備については，上述の技術基準の要求を達成するための設備であるた
め，要求事項を踏まえた設計とする。（ⅰ-①，ⅰ-②，ⅱ-①，ⅱ-②）

・対象なし

第10条（閉じ込めの機能） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・グローブボックス内に粉末容器以外の重量物を取り扱うクレーン等の機器及び当
該グローブボックス外側近傍に重量物を取り扱うクレーン等の機器を設置しないこ
とにより，重量物の落下により閉じ込め機能に影響を及ぼさない設計とする。

d. 閉じ込め
MOX燃料加⼯施設の基本設計⽅針では，グローブボックス内に粉末容器以外の重
量物を取り扱うクレーン等の機器及び当該グローブボックス外側近傍に重量物を
取り扱うクレーン等の機器を設置しないことにより，重量物の落下により閉じ込
め機能に影響を及ぼさない設計とするとしている。

（具体的な設計⽅針）
・ MOX粉末を露出した状態で取り扱うグローブボックス近傍に重量物となりうる核物質防
護，保障措置の設備等を極⼒設置しない設計とする。設置する場合には，近傍のグローブ
ボックスと同等の耐震性を有する設計とすることにより落下防⽌等の措置を講じる。（ⅱ-
①，ⅱ-②，ⅱ-③）

・MOX粉末を取り扱うGB近傍に設置されるPP設備，SG設
備のうち，重量物となるものを抽出し，耐震設計について
確認する。

第11条（⽕災等による損傷の防
⽌）

要
以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・電気系統の過電流防⽌等の⽕災発⽣防⽌対策。
・⽕災影響評価の条件として考慮。

第29条（⽕災等による損傷の防
⽌）

要
以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・電気系統の過電流防⽌等の⽕災発⽣防⽌対策。（再処理第11条，加⼯第11条と
同様）。

第12条（加⼯施設内における溢⽔
による損傷の防⽌）

要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・溢⽔の影響により安全機能を有する施設に対して波及的影響を及ぼさない設計と
する。
・床に設置する設備の溢⽔⾯積の算出への考慮。

f. 溢⽔及び化学薬品
基本設計⽅針では，防護すべき設備の選定，溢⽔源及び溢⽔量の設定，溢⽔防護
区画の設定並びにそれらを踏まえた影響評価を実施し，溢⽔により溢⽔防護対象
設備や重⼤事故等対処設備が必要な機能を損なわない設計とするとしている。化
学薬品漏えいについても同様に設計するとしている。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，溢⽔による影響評価における条件を踏まえ，溢⽔防
護対象設備等に波及的影響を及ぼさない設計とする。化学薬品漏えいにおいても同様の設
計とする。（ⅱ-②，ⅱ-③）
・ 溢⽔評価において算出する溢⽔⾼さについては，床⾯に設置される核物質防護，保障措
置の設備等の⾯積等を考慮する。化学薬品漏えいにおいても同様の設計とする。（ⅱ-②，
ⅱ-③）

・対象なし

第13条（安全避難通路等） 不要
安全に避難するための，安全避難通路及び避難⽤照明の設計⽅針であり，PP・SG設
備に対する設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第14条（安全機能を有する施設） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・安全上重要な施設を含む安全機能を有する施設で想定している環境条件におい
て，波及的影響を及ぼさない設計とする。
・安全機能を有する施設並びに核物質防護及び保障措置の設備は，設備間におい
て相互影響を考慮した設計とする。

g. 安全上重要な施設及び安全機能を有する施設
基本設計⽅針では，安全上重要な施設を含む安全機能を有する施設は，通常時，
設計基準事故時及び設計基準事故に⾄るまでの間に想定される圧⼒，温度，湿
度，線量等各種の環境条件において，その安全機能を発揮することができる設計
とすることとしている。
これを踏まえ，核物質防護，保障措置の設備等は，設置，運⽤，地震等による波
及的影響により上記を阻害しないように設計する必要がある。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，安全上重要な施設を含む安全機能を有する施設が，
通常時，設計基準事故時及び設計基準事故に⾄るまでの間に適切に機能することに対し
て，波及的影響を及ぼさないことを考慮し設計する。（ⅰ-①〜ⅱ-⑤）

・安全機能を有する施設等と⼀体となって設置されている
設備，PP設備，SG設備の機器が周辺に設置されている設備
における相互影響（メンテナンス時の考慮，運転時の考
慮）について確認する。

第15条（材料及び構造） 不要
安全機能を有する施設のうち，再処理施設及びMOX燃料加⼯施設の安全性を確保す
る上で重要なものの材料及び構造に関する設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設
計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第16条（搬送設備） 不要
核燃料物質を搬送する設備に対する設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の
考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第17条（核燃料物質の貯蔵施設） 不要
使⽤済燃料等の貯蔵施設に対する設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考
慮が必要な事項はない。

― ― ―

第18条（警報設備等） 不要
MOX燃料加⼯施設の安全性を著しく損なうおそれが⽣じたときに必要な警報及び⾃
動回路の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第19条（放射線管理施設） 不要

放射線管理施設として設置する，放射線業務従事者等の出⼊管理，汚染管理，除染
及び作業環境の監視を⾏うための放射線監視設備，試料分析関係設備，出⼊管理設
備及び個⼈管理設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な
事項はない。

― ― ―

第20条（廃棄施設） 不要
気体廃棄物の廃棄設備，液体廃棄物の廃棄設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対
する設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第21条（核燃料物質等による汚染
の防⽌）

不要
核燃料物質等による汚染のおそれのある部屋の床及び⼈が触れるおそれのある壁の
表⾯の汚染を防⽌する設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な
事項はない。

― ― ―

第22条（遮蔽） 不要
遮蔽計算及び遮蔽設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要
な事項はない。

― ― ―

換気設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項はな
い。

― ― ―

なお，フィルタの取替えに必要な空間を設ける設計については，第16条（第14条）
安全上重要な施設の設計で考慮する。

― ― ―

e.⽕災
基本設計⽅針では，再処理施設の安全機能が損なわれないことを，「内部⽕災影
響評価ガイド」を参考に，⽕災影響評価をすること，安全機能を有する施設は不
燃性⼜は難燃性の材料を使⽤すること，防⽕壁の設置及びその他の防護措置を講
ずること，消⽕設備及び警報設備を設置することとしている。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，可燃物等の⽕災影響評価の条件として考慮し，波及
的影響を及ぼさないことを確認する。（ⅱ-①，ⅱ-②，ⅱ-③，ⅱ-④，ⅱ-⑤）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，⽕災発⽣防⽌のための電流制限器（NFB等）を設置
する設計とする。（ⅰ-②，ⅱ-①〜ⅱ-⑤）

第23条（換気設備） 不要

・第２回申請対象設備の周辺に設置されるPP設備，SG設備
を抽出し，⽕災による影響を防⽌するための設計について
確認する。
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第1表 技術基準規則における安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備とPP設備及びSG設備の相互影響の考慮に係る設計⽅針

技術基準規則条⽂
設計上の考慮が

必要な条⽂
核物質防護，保障措置の設備等（以下「PP・SG設備」という。）における設計上の

考慮の検討内容
設計⽅針 具体的な設計⽅針

第２回申請対象設備とPP設備及びSG設備の
相互影響の確認

第24条（⾮常⽤電源設備） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・PP・SG設備の故障による影響を局所化できる設計とする。（NFB等の電流制限
器の設置）
・保安電源設備等の容量を超えないような設計とする。
・安全系のケーブルトレイ及び電線管にPP・SG設備のケーブルを敷設しない設計
とする。

第36条（電源設備） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・代替電源設備は，他の設備から独⽴して単独で使⽤可能である必要があること
から，代替電源設備にPP・SG設備が悪影響を及ぼさない設計とする。
・重⼤事故等対処設備のケーブルが敷設されるケーブルトレイ及び電線管にPP・
SG設備のケーブルを敷設しない設計とする。

第25条（通信連絡設備） 不要
通信連絡設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項は
ない。

― ― ―

第28条（津波による損傷の防⽌） 不要
津波により設備が損壊することによる波及的影響を考慮する必要があるが，設置す
る敷地に津波が到達しない評価結果となっていることから，PP・SG設備に対する設
計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第30条（重⼤事故等対処設備） 要

以下の設計⽅針について，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要。
・屋外のPP・SG設備の倒壊等により重⼤事故等対処設備の保管場所に影響を与え
ない設計とする。
・アクセスルートと屋外のPP設備の設置箇所が⼲渉することにより重⼤事故等対
処設備に影響を与えない設計とする。
・重⼤事故等対処設備並びに核物質防護及び保障措置の設備は，設備間において
相互影響を考慮した設計とする。

i. 重⼤事故等対処設備
基本設計⽅針では，周辺機器等（核物質防護，保障措置の設備等）からの影響と
して地震，溢⽔，化学薬品漏えい，⽕災による波及的影響及び内部発⽣⾶散物を
考慮すること，想定される重⼤事故等が発⽣した場合における温度，圧⼒，湿
度，放射線及び荷重を考慮すること，再処理事業所内の他の設備（安全機能を有
する施設，当該重⼤事故等対処設備以外の重⼤事故等対処設備，MOX燃料加⼯施
設（もしくは再処理施設）及びMOX燃料加⼯施設（もしくは再処理施設）の重⼤
事故等対処設備を含む。）に対して悪影響を及ぼさない設計とすること，考慮し
た要員数と想定時間内で，アクセスルートの確保を含め重⼤事故等に対処できる
設計とすること等としている。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，重⼤事故等対処設備に対する波及的影響を考慮す
る。（ⅰ-①〜ⅱ-⑤）
・ 屋外に設置する核物質防護，保障措置の設備等は，設置することにより，重⼤事故の対
処（アクセスルートの確保含む）の妨げとならない設計とする。（ⅰ-①）

・重⼤事故等対処設備の周辺のPP設備，SG設備を抽出し，
に波及的影響を及ぼすおそれの有無を確認する。

・アクセスルート周辺のPP設備，SG設備を抽出し，影響を
及ぼすおそれの有無を確認する。

第31条（材料及び構造） 不要
重⼤事故等対処施設の材料及び構造に関する設計⽅針であり，PP・SG設備に対する
設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第32条（臨界事故の拡⼤を防⽌す
るための設備）

不要
臨界事故の拡⼤を防⽌するための設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計
上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第33条（閉じ込める機能の喪失に
対処するための設備）

不要
核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための設備の設計⽅針であり，
PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第34条（⼯場等外への放射性物質
等の放出を抑制するための設備）

不要
⼯場等外への放射性物質の拡散を抑制するための放⽔設備及び抑制設備の設計⽅針
であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第35条（重⼤事故等への対処に必
要となる⽔の供給設備）

不要
重⼤事故等への対処に必要となる⼗分な量の⽔を有する⽔源を確保することに加え
て，⼗分な量の⽔を供給できる⽔供給設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する
設計上の考慮が必要な事項はない。

― ― ―

第37条（監視測定設備） 不要
重⼤事故等時にMOX燃料加⼯施設から放射性物質が⼤気中へ放出された場合の，監
視測定設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項はな
い。

― ― ―

第38条（緊急時対策所） 不要
緊急時対策所の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項は
ない。

― ― ―

第39条（通信連絡を⾏うために必
要な設備）

不要
通信連絡設備の設計⽅針であり，PP・SG設備に対する設計上の考慮が必要な事項は
ない。

― ― ―

h. 保安電源設備，⾮常⽤電源設備
基本設計⽅針では，安全上重要な施設を含む安全機能を有する施設に常に電⼒を
供給するために，受電開閉設備，⾮常⽤ディーゼル発電機及び蓄電池等を設置す
る設計とするとしている。
核物質防護，保障措置の設備等の⼀部は，それぞれの要求事項において，原則と
して常時機能を発揮できなければならず，保安電源設備，⾮常⽤電源設備等から
電源を供給する必要がある。
核物質防護，保障措置の設備等の⼀部は，電源の供給元が安全機能を有する施設
への電源の供給元と同⼀となるため，電源に関する設計において，保安電源設備
と同等の安全対策を講じる。

（具体的な設計⽅針）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，あらかじめ確保する電源の容量を超えないよう適切
に管理する。（ⅰ-①，ⅱ-①〜ⅱ-⑤）
・ 核物質防護，保障措置の設備等は，遮断器による故障個所の隔離及び局所化並びに他の
安全機能への影響を限定できる設計とする。（ⅰ-①，ⅱ-①〜ⅱ-⑤）
・ 核物質防護，保障措置の設備等のケーブルは，⾮常⽤電源設備のケーブルトレイ及び電
線管に敷設しない設計とする。（ⅰ-①，ⅱ-①〜ⅱ-⑤）

・PP設備，SG設備のメンテナンス等を踏まえた電源の確保
について確認する。

※なお，電源設備については第３回申請対象設備にて説明
する。
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別添－１ 

 

PP設備の設置場所について 

 

PP設備として， を燃料加工建屋に設置す

る。 

各設備の概略寸法，設置条件について以下に示す。なお，

は，現場合わせにより設置場所が確定することから，添付

3にて設置予定エリアを示す。 

 

表 燃料加工建屋に設置するPP設備 

PP設備 寸法，必要スペース 設置条件 

 ＜寸法＞ 

約W300×D100×H400 

＜必要スペース＞ 

約W800×D800×H1900 

（ の際の人のス

ペースを考慮する） 

・原則として，床上1200mmの位置が

の下部となるよう設置する。 

・

 

 

 ＜寸法＞ 

W約1500×D300×H300 

＜必要スペース＞ 

約W2100×D1000×H900 

（上下左右300mm，装置

全面1000mmを確保する） 

・横置きの場合， の最下端

が床上500mmから2500mmの範囲で設置

する。 

・縦置きの場合， の最下端

が床上300mmから1000mmの範囲で設置

する。 

・

 

 

＜寸法＞ 

約W6250×D300×H2500 

・地上1階東西第3廊下に設置する。 

 

約W700×D300×H800 ・地上1階東西第3廊下に設置する。 

 約W860×D500×H2200 ・地上1階東西第3廊下に設置する。 

 

約W1976×D1036×H2032 ・出入管理室に設置する。 

 約W700×D350×H1000 ・出入管理室に設置する。 

 約W275×D76×H116 ・出入管理室に設置する。 
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